平成25年第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会会議録
１　平成25年３月14日午前10時00分、第１回奥多摩町議会定例会予算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　石田　芳英君　　第２番　宮野　　亨君　　第３番　高橋　邦男君

　　　　第４番　原島　幸次君　　第５番　杉村　良一君　　第６番　村木　征一君

　　　　第７番　師岡　伸公君　　第８番　酒井　正利君　　第９番　須崎　　眞君

　　　　第10番　竹内　和男君　　第11番　清水　典子君　　第12番　前田　悦男君

３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　浜野　武雄君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町長　河村　文夫君　　副町長　加藤　一美君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　若菜　伸一君

　　　　企画財政課主幹　守屋　吉彦君　　総務課長　原島　　肇君

　　　　住民課長　宮田　昭治君　　福祉保健課長　清水　信行君

　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　川村　文雄君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君

　　　　病院事務長　河村　光春君

　　　　

平成25年第１回奥多摩町議会定例会

予算特別委員会議事日程[第２日]

平成２５年 ３月１４日
午前10時00分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開会・開議宣告
	――

	２
	議案第32号
	平成25年度奥多摩一般会計予算
	原案のとおり可決すべきもの


	３
	議案第33号
	平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの

	４
	議案第34号
	平成25年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの

	５
	議案第35号
	平成25年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの

	６
	議案第36号
	平成25年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの

	７
	議案第37号
	平成25年度奥多摩町介護保険特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの

	８
	議案第38号
	平成25年度奥多摩町下水道事業特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの

	９
	議案第39号
	平成25年度奥多摩町国民健康保険病院事業特別会計予算
	原案のとおり可決すべきもの


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後２時39分　閉会）
午前10時00分　開議

○委員長（酒井　正利君）　皆さん、おはようございます。これより、予算特別委員会を再開いたします。

　直ちに会議を開きます。

　本日の出席委員は11名です。

　本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

　本日は、まず日程第３　議案第33号　平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算以降の議案について、所管課長から説明を求めます。

　初めに、議案第33号及び議案第34号については、所管課が同一ですので一括して説明を求めます。観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、議案第33号　平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算につきましてご説明いたします。

　この特別会計は、東京都からの委託金と森の家使用料を基本として、奥多摩都民の森の運営に必要な事業費を計上する予算でございます。

　６ページをお願いいたします。歳入でございます。

　森の家使用料としまして436万円を計上するもので、森の家使用の実績と目標を勘案して算出しております。

　一般会計繰入金の6,359万5,000円につきましては前年実績額を、預金利子の3,000円につきましては預金利率を勘案して、雑入の30万6,000円と実費徴収金の73万5,000円の計上につきましては、前年実績をもとに算出しております。

　繰越金の1,000円につきましては、24年度決算分を繰り入れるための科目措置でございます。
　次のページをお願いします。歳出でございます。
　一般管理費でございますが、職員３名分の人件費が主なもので、前年度比72万6,000円の減額につきましては、賃金の見込額を実績により算出したことによります。
　８ページをお願いします。事業費でございますが、前年度比172万6,000円の増額となっております。
　需用費では、燃料費や電気料金の値上げを見込み、委託料では、体験教室指導員の充実による増額により、備品購入費では、ＧＰＳ機能付き測量器の購入により増額となっております。
　10ページをお願いいたします。予備費でございますが、予算調整を踏まえて計上したものでございます。

　次のページをお願いいたします。給与費明細書でございますが、職員数は３名で変わりませんが、給与費の計で２万1,000円の減額となっておりますが、共済費を合わせた合計では14万3,000円の増額となります。
　職員手当の内訳につきましては下段の表のとおりでございます。
　次の12ページから17ページに、給料及び職員手当の明細がございますので、後ほどごらんください。
　以上で議案第33号の説明を終わらせていただきます。
　続きまして、議案第34号　平成25年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算につきましてご説明いたします。
　この特別会計も、都民の森と同様に東京都からの委託金と、野営場使用料や売店収入、体験料などにより、山のふるさと村を運営するために必要な事業費を計上している予算でございます。
　６ページをお願いいたします。歳入でございます。
　野営場使用料でございますが、1,940万円を計上するもので、ケビンとテントサイトの使用料を前年同額で計上しております。
　一般会計繰入金の１億3,650万円は前年同額を、預金利子の5,000円は預金利率を勘案して、雑入はキャンプ場売店の売り上げを実績から算出して119万4,000円に、実費徴収金の390万円は前年同額を計上するものでございます。
　繰越金の1,000円は、24年度決算分を繰り入れるため科目措置を行うものでございます。
　次のページをお願いいたします。歳出でございます。
　一般管理費でございますが、職員３名分の人件費で、前年度比16万5,000円の増額につきましては、共済費の調整分でございます。
　８ページをお願いいたします。利用管理費でございますが、前年度比16万1,000円の減額でございます。
　共済費は前年度比で50万円、委託料の嘱託職員委託料も同じく88万4,000円増額となっておりますが、これは嘱託職員を１名増やしたことによるもので、また、委託料の自然解説業務委託料も、業務内容の増加により82万1,000円増額などとなっておりますが、他の項目の見直しにより、全体では減額となったものでございます。
　10ページをお願いいたします。予備費でございますが、予算調整を踏まえて計上してございます。
　次のページの給与費明細書でございますが、職員数３名で変わりはございませんが、給与費の計で２万1,000円の増額となり、共済費を含めた合計で16万5,000円の増額となります。
　職員手当の内訳につきましては下段の表のとおりでございます。
　次の12ページから17ページに、給料及び職員手当の明細がございますので、後ほどごらんください。
　以上で議案第34号の説明を終わらせていただきます。
○委員長（酒井　正利君）　以上で議案第33号及び議案第34号の説明は終わりました。
　次に、議案第35号、議案第36号及び議案第37号、以上の３件については関連がありますので一括して説明を求めます。福祉保健課長。
○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは議案第35号、議案第36号及び議案第37号についてご説明いたします。
　初めに、議案第35号　平成25年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算についてご説明いたします。
　８ページをお開き願います。歳入でございます。
　款01国民健康保険税でございます。一般被保険者国民健康保険税は、１億974万6,000円、退職被保険者等国民健康保険税は1,417万4,000円で、ともに医療給付費現年課税分について、平成23年度に保険税率等の改定が決定されたものの、景気の低迷等の影響により、所得の伸び悩みや低所得の軽減世帯の増加等を勘案して、１年改定を繰り下げたものが、平成25年度から改定されることに伴う増額分を見込んでおりますが、後期高齢者支援金分と介護納付金分につきましては、平成24年度に改定を実施して、被保険者数を通年で見ますと大きな変化はないものの、予算算定事項に後期高齢者医療への移行による被保険者数の減少などの影響により減額を見込んでおりまして、国民健康保険税総額では771万1,000円の増額となりました。しかし、給付費全体に占める割合も、依然として低い水準であり、町の国民健康保険は大変厳しい財政運営の状況が続いております。
　款02国庫支出金、項01国庫負担金、療養給付費等負担金１億3,400万6,000円は、前年に比べ2,089万7,000円の減額となり、一般被保険者療養給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分ともに減額となったもので、前年度からの傾向としまして、入院に係る医療費の減による影響が考えられます。
　高額医療費共同事業負担金及び特定健康診査等負担金は、それぞれ高額医療費共同事業拠出金の４分の１、特定健康診査等に要する費用の３分の１に相当する額を国が負担するもので、国庫支出金総額では1,878万5,000円減の１億4,142万9,000円となります。
　９ページをお開き願います。項02国庫補助金の調整交付金3,987万3,000円は、前年実績に基づき見込むもので、普通調整交付金では前年度に比べ331万2,000円減の3,668万8,000円を見込み、特別調整交付金では診療施設整備のため218万5,000円増の318万5,000円を見込んでおります。
　款03療養給付費交付金4,094万4,000円は、退職被保険者等の医療給付等に係る費用として、社会保険診療報酬支払基金からの通知に基づき計上するもので、前年度の実績から254万3,000円を増額するものです。
　款04前期高齢者交付金は、後期高齢者医療制度に伴い創設されたもので、65歳から74歳までの前期高齢者が市町村国保に偏り、医療費負担が大きくなることから、保険者間で調整する制度ですが、社会保険診療報酬支払基金からの通知に基づき、前年度に比べ3,315万1,000円を減額した２億2,616万4,000円を計上したものです。
　款05都支出金、項01都補助金1,772万円は、一般被保険者療養給付費の減に伴い、前年度に比べ1,028万円の減額となりましたが、財政調整交付金につきましては、被保険者の所得等の状況から、前年度比475万7,000円増の3,475万7,000円を見込み、都補助金全体では前年度に比べ552万3,000円の減額を見込むものです。
　10ページをごらんください。款05、項02都負担金、高額医療費共同事業負担金及び特定健康診査等負担金は、国庫負担金と同様の額を見込むものです。
　款06共同事業交付金の高額医療費共同事業交付金4,717万9,000円、及び保険財政共同安定化事業交付金7,128万9,000円も、それぞれ国保連合会からの通知により見込むものです。内容につきましては歳出でご説明いたします。
　款07財産収入の利子及び配当金は、基金積立金の利子分を見込むものです。
　款08一般会計繰入金7,002万3,000円は、前年度に比べ1,209万7,000円を減額するもので、保険基盤安定繰入金の保険税軽減分は、町国保の保険税軽減額に対するもの、また保険者支援分は、対象となった一般被保険者数に対するもので、いずれも保険料の一定割合を市町村の一般会計から繰り入れるものです。
　出産育児一時金繰入金84万円は、国保加入者の出産に対して、一時金を支払うため繰り入れるもので、３名分を予定して計上しております。
　11ページをお開き願います。財政安定化支援事業繰入金507万8,000円についても、一般会計から繰り入れるもので、ここまでの繰入金につきましては、法定繰入金として地方交付税で措置されるものですが、その他一般会計繰入金5,000万円は、法定外繰入金として国保財政の赤字分を町が一般会計で補填するもので、前年度に比べ1,000万円の減額を見込んでおります。
　基金繰入金から12ページの款10諸収入までは、それぞれ前年同様に見込むものです。
　13ページをお開きください。歳出になります。

　款01総務費、項01総務管理費は総額で319万4,000円を計上しておりますが、国保事業に要する一般事務費、国民健康保険運営協議会に係る旅費及び負担金、東京都国保連合会に対する負担金を見込んでおり、平成25年度では被保険者証の更新に当たるため、一般管理費において郵券代52万3,000円を計上しております。
　14ページ中段の徴税総務費は例年同様の見込み。
　款02保険給付費の一般被保険者療養給付費４億5,400万円は、前年度に対し6,536万3,000円、12.6％の減額を見込むものですが、平成24年度から医療費、特に入院に係る医療費が減少していることから、通年の実績を勘案して計上いたしました。かわりに退職被保険者療養給付につきましては、被保険者数の増加により500万円、12.5%の増額を見込み、4,500万円を計上しております。
　15ページをお開き願います。一般被保険者療養費から審査支払手数料まではいずれも前年実績より見込んでおります。
　高額療養費は16ページをごらんください。一般被保険者高額療養費、退職被保険者等高額療養費は、病院などの窓口で支払う医療費を一定額以下にとどめる目的で支給される制度で、同月内に医療機関でかかった費用に対し、自己負担限度額を超えた分について、高額療養費として支給するもので、それぞれ実績により前年度と同額を見込むものです。
　一般被保険者高額介護合算療養費、退職被保険者等高額介護合算療養費は、医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合、医療保険と介護保険の両方の年額の自己負担額を合算して、一定の限度額を超えたときは、それを超えた分が支給されるという制度で、予算につきましては前年度と同額を見込んでおります。
　移送費につきましては一般被保険者移送費、及び次の17ページをお開きいただき、退職被保険者等移送費ともに前年度と同額を見込むものです。
　出産育児一時金から18ページをごらんいただき、中段の退職被保険者結核・精神医療給付金までは、いずれも前年度と同額を計上しております。
　款03後期高齢者支援金8,598万8,000円は、後期高齢者医療制度への支援として、75歳未満の国保加入者の方の分について一括して納めるもので、東京都国保連合会からの通知によるものです。
　19ページをお開き願います。款04前期高齢者納付金から款05老人保健事務費拠出金までは、いずれも前年度と同様に見込むものです。
　20ページをごらんください。款06介護納付金4,152万4,000円は、40歳から65歳までの国保被保険者について、介護保険の第２号被保険者にも該当することから、第２号被保険者分の保険料相当額を国保の被保険者負担分として一括して納付するもので、被保険者数に大きな変動はないことから、前年度と同様に計上しております。
　款07共同事業拠出金のうち、高額医療費共同事業拠出金2,579万5,000円は、国保を運営する市区町村のうち、小規模保険者の運営基盤の安定化を図るため、市区町村からの拠出金、国及び都道府県からの負担金、保険料、それぞれ４分の１ずつを財源に、80万円以上の高額な医療費について、都道府県単位で必要負担の調整を図るもので、保険財政共同安定化事業拠出金6,941万7,000円は、都道府県内の市区町村国保間の保険料の平準化、財政の安定化を図るため、30万円を超える医療費に係る医療費の全てについて、市区町村からの拠出金により、都道府県単位で費用負担の調整を図るもので、いずれも東京都国保連合会からの通知によるものです。
　21ページをお開き願います。款08保健事業費、特定健康診査等事業費578万8,000円は、委託料で特定健康診査等委託料及び特定保健指導委託料が主なもので、この特定健康診査は40歳から74歳までの被保険者を対象として、メタボリックシンドローム、内臓脂肪症候群に着目した検査項目を含む基本的な健康診査を行うもので、平成24年度に策定した第二次特定健康診査実施計画に基づき、受診率の向上を目指すとともに、生活習慣病の発症や重症化を予防することを目的に、中高年の皆様の日ごろの健康に対する意識を喚起するために実施しているものです。
　22ページをごらんください。保健衛生普及費から款10公債費までは、前年同様に見込むものです。
　款11諸支出金、一般被保険者保険税還付金は、償還金・利子及び割引料で、保険税の還付金について前年の実績に基づき、60万円を増額し100万円を計上いたしました。
　23ページをお開き願います。最下段、病院事業会計繰出金は、奥多摩病院の施設整備費のために繰り出すもので、平成25年度では電子内視鏡等の購入を予定しているものです。
　24ページの款12予備費につきましては、財源調整でございます。
　以上で議案第35号の説明を終了いたします。
　次に、議案第36号　平成25年度奥多摩地域後期高齢者医療特別会計予算についてご説明いたします。
　６ページをお開き願います。歳入になります。
　款01後期高齢者医療保険料につきましては、平成24年度に改定され、平均で10.3%の上昇率とされましたが、当町では保険料軽減対象者である低所得者数が多いことから、前年度比2.6%増の6,628万円を計上しております。
　款02一般会計繰入金１億3,121万9,000円は、療養給付費繰入金から葬祭費繰入金まで、それぞれ東京都広域連合の積算による通知に基づき計上しております。
　款03繰越金は、窓開けでございます。
　７ページをお開き願います。款04諸収入の延滞金から中段の預金利子までは例年同様の見込み、健康診査事業受託金224万5,000円、葬祭費支給事業費委託金575万円は、それぞれ東京都広域連合からの通知に基づき見込んだものです。
　雑入につきましては科目存置です。
　９ページをお開き願います。歳出になります。

　款01総務費の一般管理費400万5,000円は、需用費の印刷製本費で、納付書印刷分を増額いたしましたが、委託料と使用料で前年度の実績を見込んで減額したことにより、前年度に比べ65万9,000円の減額となりました。
　総務費の徴収費は、前年度の実績により見込むものです。
　10ページをごらんください。款02広域連合分賦金１億9,049万2,000円は、説明欄の事務費負担金から葬祭費支給事業負担金まで、それぞれ東京都広域連合の積算により見込むものです。
　款03保健事業費の健康診査費422万7,000円は、東京都広域連合からの受託事業として行う75歳以上の方の健康診査に係る費用を計上したものです。
　款04葬祭費570万円は、１件５万円で114件分を見込むものです。
　11ページをお開き願います。款05諸支出金の保険料還付金から一般会計繰出金までは、例年同様に見込むもので、最下段の款06予備費は財源調整です。
　以上で議案第36号の説明を終了いたします。
　次に、議案第37号　平成25年度奥多摩町介護保険特別会計予算についてご説明いたします。
　７ページをお開き願います。歳入でございます。
　款01第１号被保険者保険料１億4,484万円は、前年度に比べ641万4,000円を増額するもので、平成24年度からの第５期介護保険事業計画に基づき算定した介護給付費の約21%を賄うために必要な保険料額を見込んで計上したものです。
　款02認定審査会負担金は前年と同様に見込み、款03国庫支出金、介護給付費負担金１億2,213万5,000円は、町特別給付を除く保険給付費に対する国の法定負担分を見込んだものです。
　項02国庫補助金の調整交付金5,462万6,000円及び次の地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）分484万4,000円、８ページをお開きいただき、地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）分399万8,000円につきましても、それぞれ被保険者の割合と地域支援事業の実績により国の法定負担分を見込むものです。
　款04支払基金交付金、介護給付費交付金２億1,378万1,000円及び地域支援事業支援交付金561万8,000円は、40歳から64歳までの第２号被保険者の介護保険料について、社会保険診療報酬支払基金が、市町村国保を始めとする各種健康保険の保険者から徴収したものを、それぞれ市区町村の介護給付費に対して、給付費の29%を法定負担分として交付するものです。
　款05都支出金、介護給付費負担金１億1,744万7,000円は、町特別給付を除く介護給付費に対する東京都の法定負担分を見込むものです。
　項02都補助金、地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）分242万3,000円及び９ページの地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）分199万9,000円は、地域支援事業に対する都の法定負担分を見込むものです。
　款06財産収入の利子及び配当金は科目存置です。
　款07繰入金、介護給付費繰入金9,214万7,000円から、地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業）分242万3,000円及び地域支援事業交付金（包括的支援事業・任意事業）分199万9,000円も、規定により町の法定負担分を見込むものです。
　その他一般会計繰入金1,089万3,000円は、人件費を除く介護保険の運営に関し、必要な事務費を賄うため、一般会計から繰り入れるものです。
　10ページをお開き願います。その他地域支援事業繰入金1,315万8,000円は、介護予防ケアマネジメント事業等に要する経費について、法定繰入金を超える事業費に対して一般会計から繰り入れるものです。
　項02基金繰入金、介護給付費準備基金繰入金151万4,000円は、前年度の介護保険料のうち介護給付費に充当した剰余金を基金に積み立てたうちから、平成25年度の介護給付費に充当するため繰り入れるもので、計画に基づく額を見込んだものです。
　款08諸収入の第１号被保険者保険料延滞金から雑入までは、それぞれ科目存置です。
　款09使用料及び手数料の使用料613万8,000円は、説明欄の各種事業に参加する方からの利用者負担金を見込むものです。
　11ページをごらんください。款10繰越金は平成24年度からの繰越金等の科目存置です。
　12ページをお開き願います。歳出でございます。
　款01総務費の一般管理費は、職員普通旅費から使用料及び賃借料まで、介護保険の運営に関して必要な費用のうち、事務費について所要額を見込んだものです。
　賦課徴収費は前年同様に見込むものです。
　13ページをごらんください。項03介護認定審査会費は、委員の人件費を除く審査会の運営経費と、認定調査に要する費用について所要額を見込んだもので、項04介護保険運営協議会費も同様に旅費のみを計上したものです。
　14ページをお開き願います。款02保険給付費、項01介護サービス等諸費では、居宅施設介護サービス等に係る給付費として６億5,543万3,000円、前年度に比べ3,982万6,000円、6.5%の増で、説明欄にあるそれぞれのサービスについて、事業計画と前年実績に基づき計上したものです。
　説明欄のサービスのうち、中ほどの施設介護サービス給付費４億6,000万円は、介護老人福祉施設等に対する給付費で、給付費全体の７割を占めております。
　項02介護予防サービス等諸費では、要支援１及び２の方を対象に、説明欄記載の介護予防サービスに係る給付費として1,614万5,000円を計上するもので、それぞれのサービス給付費について、事業計画と前年実績に基づき計上しております。
　15ページをごらんください。項03その他諸費、審査支払手数料は、国保連合会への保険給付審査支払事務委託料で、項04高額介護サービス等費1,900万円は、介護サービスを利用した要介護者が、１カ月間に支払った利用者負担が一定の上限を超えたときに払い戻される制度ですが、これまで項を別にしておりました高額医療合算介護サービス等費を含めて予算計上したもので、そのため400万円の増となったものです。
　項05町特別給付費は、これまで介護保険料及び基金からの繰入金を活用して実施しておりました配食サービスについて、要支援認定者に対しては地域支援事業、介護予防・日常生活支援総合事業によるサービスに切りかえ、この町特別給付費では、要介護認定者に対して配食サービスを行うこととしたため、449万3,000円を減額した262万1,000円を見込むものです。
　16ページをお開き願います。項06特定入所者介護サービス等費4,600万円は、低所得の要介護者が施設サービスや短期入所サービスを利用した場合、食費及び居住費について、基準費用額と負担限度額との差を補足給付として支給するもので、説明欄のそれぞれサービスに対する給付費を、実績により見込むものです。
　17ページをごらんください。款03地域支援事業費、介護予防・日常生活支援総合事業は、要支援認定者、及び介護予防事業を受けることにより自立継続が見込まれる二次予防者に対して実施する介護予防デイサービス事業及び配食サービス事業に係る費用と、第１号被保険者全体を対象とした一次予防事業として実施する、説明欄記載の筋力向上トレーニング事業から食事療養サービス事業の実施に要する費用を見込むもので、この総合事業を実施することにより、地域支援事業に要する費用について、従来の介護給付費の３％から４％に引き上げることができるものです。
　項02包括的支援事業・任意事業は、18ページをお開きいただき、介護予防ケアマネジメント事業費から、包括的・継続的ケアマネジメント支援事業費まで、いずれも社会福祉協議会から地域包括支援センターへ派遣されている看護師、社会福祉士、ケアマネジャーの３名分の人件費をそれぞれ見込むものです。
　任意事業費は、主に一般高齢者を対象とした配食サービス事業の委託料を見込むものです。
　19ページをごらんください。款04基金積立金から、款05公債費、款06諸支出金、20ページをお開きいただき、中段の項02繰出金まで、それぞれ前年度と同様に見込むものです。
　款07予備費53万9,000円は、財源調整でございます。
　以上で議案第35号から議案第37号までの説明を終了いたします。

○委員長（酒井　正利君）　以上で議案第35、議案第36号、議案第37号の説明は終わりました。
　次に、議案第38号についての説明を求めます。地域整備課長。
○地域整備課長（川村　文雄君）　議案第38号　平成25年度奥多摩町下水道事業特別会計予算についてご説明を申し上げます。
　７ページをお願いいたします。歳入予算になります。
　款01分担金及び負担金につきましては、小河内処理区の供用施設維持管理負担金605万円につきましては、丹波山村の負担金でございまして、対前年度比５万円の減額ですが、25年度は維持・修繕の減を見込むものでございます。

　款02使用料及び手数料につきましては、下水道使用料1,854万円を計上させていただき、小河内処理区及び奥多摩処理区下水道使用料で、下水道の接続増加による219万円の増額を見込むものでございます。

　合併処理浄化槽使用料399万6,000円につきましても、合併処理浄化槽使用料の９万6,000円の増額を見込んでおります。
　下水道手数料につきましては、昨年同様の１万6,000円を見込むものでございます。

　款03国庫支出金でございますが、公共下水道事業補助金３億6,995万6,000円につきましては、奥多摩処理区下水道事業補助金を見込んでいまして、25年の整備予定地区は、大丹波・日向バス停から真名井周辺までと、海沢神庭地区、長畑地区全域、栃久保地区、南氷川地区を予定しております。
　浄化槽市町村整備推進事業費補助金68万円につきましては、合併処理浄化槽２基の整備を予定しております。
　款04都支出金でございますが、公共下水道事業補助金1,994万7,000円につきましては、奥多摩処理区下水道事業都補助金を見込んでおります。
　８ページをお願いいたします。浄化槽市町村整備推進事業補助金23万1,000円につきましては、浄化槽市町村整備事業費補助金で、浄化槽整備２基分の都補助金を見込むものでございます。
　款05繰入金、一般会計繰入金３億6,218万1,000円につきましては、説明欄記載のとおり、下水道事業及び浄化槽事業の繰入金を見込むものでございます。

　款06繰越金、款07諸収入、預金利子、消費税還付金につきましては、前年同様を見込んだものでございます。
　９ページの款08町債の下水道債３億8,040万円につきましては、奥多摩処理区公共下水道整備事業によるものを見込むものでございます。

　10ページをお願いいたします。歳出予算になります。
　款01総務費の一般管理費796万3,000円につきましては、11ページにかけまして、説明欄記載のとおり職員１名分及び使用料、負担金なども、ほぼ例年どおり計上させていただいています。
　維持管理費、9,562万4,000円につきましては、小河内処理区及び奥多摩処理区、それぞれの維持管理費を見込むものでございます。
　12ページをお願いいたします。小河内処理区の維持管理費6,789万4,000円でございますが、前年比372万2,000円の増額につきましては、07賃金で、これまで賃金で対応していたものを委託に変更したことにより、約50万円の減額。11事業費の光熱水費の電気料金約20万円の増額。13委託料で、説明欄の中ほどの、電気機械設備点検整備委託料で、約350万円の増額を見込みますが、内容につきましては経年によります機器類の部品交換を今回予定したものです。また、これまで浄化センター内の設備及び施設についての清掃などにつきましては、賃金で見込んでいたものを清掃作業委託に変更したことによる約50万円の増額になります。
　以上が主なもので、そのほかは前年度同様に説明欄に記載のそれぞれについて見込むものでございます。
　13ページの、奥多摩処理区の維持管理費2,773万円でございますが、前年比734万2,000円の増額につきましては、11需用費の光熱水費の電気料金で、約210万円の増額、修繕費で90万円の増額、13委託料で約170万円の増額、19負担金・補助金及び交付金の流域下水道維持管理負担金で約260万円の増額につきましては、それぞれ下水道供用開始地区の増加による接続件数の増によるものを見込むものでございます。
　款02事業費、下水道事業費８億4,675万6,000円につきましては、次の14ページをごらんください。下水道事業費、小河内処理区871万1,000円につきましては、人件費以外はほぼ前年同様を見込んでおります。

　下水道事業費、奥多摩処理区８億3,804万5,000円につきましては、前年度比１億1,137万1,000円の減額になりますが、人件費などはほぼ前年度並みを見込んでおりますが、13の委託料で、下水道の管渠工事に関する管理委託及び設計業務委託の減により、約618万円の減、15工事請負費で、工事量の減により9,720万円の減額、19負担金補助金及び交付金で約810万円の減額が主なものになります。これらにつきましては、整備工事地区の関係で平成24年度は特に需用費が多かったため、前年度と比較しますと、委託による減額が多額となっています。
　16ページ、17ページをお願いいたします。浄化槽市町村整備推進事業費2,630万6,000円につきましては、対前年度比423万3,000円の増額になりますが。人件費などはほぼ前年同様を見込んでおりますが、11事業費の修繕費で約110万円増額、12役務費で浄化槽清掃料約232万円の増額、13委託料の保守点検委託料で80万円の増額を見込むものが主なものでございますが、積算見込みを設置数増加及び経年により、35％から50％に変更したためのものでございます。
　款03公債費の長期債元金１億2,959万8,000円につきましては、説明欄記載の長期債元金を見込むものでございます。
　18ページの長期債利子6,369万9,000円につきましては、説明欄記載の長期債利子を見込むものでございます。
　款04予備費につきましては、歳入歳出予算額の調整により計上したものでございます。
　19ページの給与費明細書につきましては、下水道事業の委員報酬を前年同様に見込んでいます。
　20ページの一般職の給与明細書につきましては、職員４名分で、比較の欄で、給料48万7,000円の増、職員手当21万9,000円の増、共済費26万1,000円の増、合計で96万7,000円の増を見込んでいます。
　21ページから26ページにつきましては、給料及び職員手当の増減額の明細についてでございますが、説明は省略させていただきます。

　最後の27ページをお願いいたします。町債の、前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書でございますが、合計の欄で前々年度末現在高33億1,975万1,000円、前年度末現在高見込額36億1,636万7,000円、当該年度中起債見込額３億8,040万円、当該年度中元金償還見込額１億2,959万6,000円。当該年度末現在高見込額38億6,717万1,000円を見込んでおります。

　以上で議案第38号の説明を終わります。

○委員長（酒井　正利君）　以上で議案第38号の説明は終わりました。
　次に、議案第39号についての説明を求めます。病院事務長。
○病院事務長（河村　光春君）　議案第39号　平成25年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算についてご説明申し上げます。
　１ページをお開き願います。収益的収入及び支出の実施計画でございます。
　収益的収支につきましては４億6,800万円で、前年度当初と比較して、約4.5％の減額予算となっております。収入につきましては、項の１．医業収益の、１．入院収益は１億8,159万4,000円で、前年度当初より約9.5％の減額となっております。これにつきましては備考欄記載のとおり、１日平均入院患者数を前年度比１人減の24人と見込み、また１日１人当たりの診療単価の見込みを前年度比1,270円減の２万730円と見込んだものでございます。
　２．外来収益につきましては、7,978万5,000円で、前年度より約14.4％の減となっております。備考欄記載のとおり、１日平均外来患者数は前年度より３人減の57人で見込み、１人１日当たりの診療単価の見込額は前年度比700円減の5,300円を見込んだものでございます。訪問看護につきましては、件数も増えてきており、実績から244万8,000円を見込みました。
　３．その他医業収益につきましては、3,161万5,000円で、備考欄記載のとおりで、前年度同様に見込んだものでございます。
　２ページをお願いいたします。その他医業収益の医療相談収益、受託検査施設利用収益、その他医業収益につきましては、例年実績のとおりの見込みとなってございます。
　項の２．医業外収益でございますが１億7,490万6,000円で、前年度より約6.5％の増となっております。これは、２．都支出金につきまして、前年度当初予算で見込んでいなかった補助金分を当初から見込んだための増額分でございます。それ以外の項目、受取利息及び配当金、他会計補助金につきましては、前年度同額を見込んでおります。
　３ページをお願いいたします。４．患者外給食収益は前年度同額を見込んでおります。
　５．その他医業外収益につきましては291万円で、前年度より12％増となっておりますが、主に入院者の紙オムツの使用増を見込んだものでございます。
　項３．特別利益の10万円につきましては、前年度と同額を見込んでおります。
　４ページをお願いいたします。支出でございますが、項１．医業費用全体では４億6,176万3,000円で、前年度当初より約4.5％の減となっております。内訳といたしまして、１．給与金では２億5,995万5,000円で、前年度よりで約0.3％の減となっておりますが、内容等につきましては後ほど13ページの給与明細書でご説明させていただきます。なお、給与費の備考欄で、医師の数が３人となっておりますが。これは院長を除く３人の医師分で、院長の給与は委託費に計上してございます。また、賃金の備考欄に臨時技師等賃金とありますが、職員の放射線技師等が都合により不在になる際に依頼している技師の賃金等でございます。
　５ページをお願いいたします。法定福利費につきましても、後ほど13ページの給与明細書でご説明させていただきます。
　２．材料費でございますが4,434万円で、前年度より約15.3％の減となっておりますが、薬品費、診療材料費、給食材料費とも、患者数の見込み減等実績により減額を見込んだものでございます。
　３．経費でございますが１億3,638万7,000円で、前年度より約3.7％の減となっております。内容でございますが、福利厚生費・報償費につきましては、実績により前年度同額を見込んでおります。旅費交通費は実績から10万円の減、職員被服費は買い替え等による10万円の増、消耗品も買い替え等を含め10万円の増を見込んだものでございます。
　光熱水費は、平成24年度にボイラーを廃止し、電気式及びプロパンガスの給湯器に変えたこと及び電気代の値上げを見込み936万円で、前年度より108万円、13％の増となってございます。燃料費につきましては、ボイラーを廃止したことにより重油代を前年度より183万7,000円減額し、プロパンガス代を前年度より113万4,000円の増を見込んでございます。
　６ページをお願いいたします。食糧費、印刷製本費、修繕費につきましては、備考欄のとおりで前年度同額を見込んでございます。
　役務費保険料は、それぞれの見直しにより、若干ですが前年度比役務費は増、保険料は減を見込んでございます。
　賃借料は708万3,000円で、前年度比261万7,000円、27%減額の見込みです。この主な内容はレセプトコンピューターのリース料で、本年度から再リースとなるため、大幅に減額になるものでございます。
　７ページをお願いいたします。通信運搬費、諸負担金、雑費につきましては実績により例年同様でございます。
　委託料は前年度比３％減の１億399万5,000円で、臨時職員の委託料が前年度比で636万円の減となっておりますが、これは臨時職員、看護師の減によるものでございます。また、公営会計基準見直しに伴う業務支援の委託料をその他の部分で含んでございます。
　諸会費、交際費は、見直しにより若干ですが、前年度比減を見込んでございます。
　８ページをお願いいたします。４．減価償却費につきましては、固定資産明細書により総額で2,013万1,000円で、前年度より754万5,000円の減額を見込むものです。
　５．資産減耗費の30万円、６．研究研修費の65万円につきましては、前年同様に見込むものでございます。
　項２．医業外費用でございますが547万9,000円で、前年度より32万3,000円、5.6％の減額となっておりますが、内訳につきましては１．支払利息の企業債利息を、企業債償還計画表に基づき減額で見込んでおります。
　２．患者外給食材料費及び３．雑損失、９ページに移りまして４．消費税につきましては前年度同額です。
　９ページの項の３．特別損失につきましては、前年度と同様でございます。
　項の４．予備費につきましては、財源調整し計上したものでございます。
　10ページをお願いいたします。資本的収入及び支出についてでございます。
　まず、資本的収入でございますが、総額で1,137万円となっており、国庫支出金、都支出金につきましては、医療機器購入の補助金分として、それぞれ218万5,000円を計上したものでございます。平成24年度は補助金の非該当の年度でありましたので、計上してございません。また町から診療施設整備分として、700万円の出資金を計上させていただきました。主なものとしまして、病院正面玄関横擁壁工事を予定させていただいております。
　11ページをお願いいたします。資本的支出でございますが、総額で3,150万円になります。前年度より550万円の減額となっております。内容でございますが、項の１．建設改良費の１．建物及び付帯設備工事費では、548万5,000円で、備考欄記載のとおりの病院玄関横の擁壁工事、ボイラー等の撤去工事、大氷川地区の下水道供用開始に合わせ、大氷川医師住宅の排水設備等の接続工事を予定しております。
　２．固定資産購入費でございますが、備品購入費で86万7,000円となっておりますが、備考欄記載のとおりの機器備品類の購入を予定しております。
　医療機械購入費は655万8,000円で、除細動器、電子内視鏡等を買い替える予定にしてございます。

　なお、項の２．企業債償還金の1,859万1,000円は、備考欄記載のとおりの２種類の償還金の合計でございます。
　資本的収支について収入額が支出額に不足する額の2,013万円につきましては、建設改良積立金及び過年度損益勘定留保資金にて補填を行う予定でございます。
　12ページをお願いいたします。資金計画でございますが、表の中央、当年度予算額では受入資金が５億1,975万2,000円で、支払資金が４億7,911万9,000円で、差し引き4,063万3,000円となる予定でございます。
　13ページをお願いいたします。給与費の明細書でございます。表の中ほどの比較の欄でございますが、全体の職員数は27名で増減はありません。
　給与改定等に伴い、前年度比給料で116万3,000円の減、手当19万5,000円の減、賃金は変わらず、法定福利費では48万9,000円の増、合計で86万9,000円の減となっております。
　14ページから19ページまでのそれぞれの明細につきましては、後ほどごらんいただくこととして、説明を省略させていただきます。
　20ページから22ページまでは平成25年度予定貸借対照表、23ページ、24ページについては平成24年度の予定損益計算書、25ページから27ページまでは平成24年度の予定貸借対照表となってございます。
　それぞれの表につきましては、説明を省略させていただきますので、よろしくお願いいたします。
　以上で議案第39号の説明を終わらせていただきます。
○委員長（酒井　正利君）　以上で議案第39号の説明は終わりました。
　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開とします。

午前11時00分　休憩

午前11時15分　再開

○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き、会議を開きます。

　これより、３月12日の本特別委員会第１日及び本日説明を受けた各議案の質疑を行います。
　まず、議案第32号　平成25年度奥多摩町一般会計予算の質疑を行います。
　初めに、歳入の質疑を行います。
　なお、答弁、説明者にお願いします。歳入の質疑ではありますが、歳入の項目及び質疑によっては、歳出と関連する、または対応する事業が多くありますので、歳出に連動する事業の歳入の説明については、各事業内容等を理解しやすくするために、歳出のページを示した上で、歳出も含めて一括で答弁、説明をお願いします。
　また、質問をされる委員にお願いします。ただいま説明書に理解をしやすい説明をお願いしましたが、説明者が質問内容を十分理解できるよう、１回の質問に対し多くとも２項目までとし、答弁漏れのないよう理解を深めるためにも、ご協力をお願いします。
　なお、ページ数も明示いただければ、さらにわかりやすいかと思います。
　それでは歳入について、質疑のある委員は挙手願います。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　ページは、15から16ページにかけてなんですが、商工使用料につきましてお尋ねします。
　丹縄亭で、212万6,000円という形で予算計上しています。これは、前回の議会のときに金額が下がるということで、当然これは補正で金額が下がると思いますけれども、これをほかに、このように使用料で減額等をされたものがあるのかどうか。
　それから、過去からの経緯で、このような例は本当に少なかったと思うんですが、今後、こういう形で影響は出ないと思いますが、その影響について、今後の対応をお願いいたします。以上です。
○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは12番前田委員のご質問にお答えいたします。

　確かに先日の補正予算で減額ということで、丹縄亭につきましては減額させていただきました。

　今回、丹縄亭につきましては免除期間、最初の３年間の免除期間がここで終了するということで、全額を計上するような形になっております。ただ、今のご質問にも、先般、補正で減額させていただきましたので、これは、またこの後、補正予算で減額させていただきます。

　それと、ほかには逆に氷川キャンプ場につきましては、今年度バーベキューハウスを増設しておりますので、これにつきましては昨年度より22万9,000円、逆に増額となっております。
　それとほかに、下がるという施設、ほかの施設への影響につきましては、現時点では特に変更はございませんので、今後、また増設とかという部分では、逆に使用料は上がるのかなという気がしますけども、下がるというようなことは現時点ではございません。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。
○７番（師岡　伸公君）　９ページの歳入全体のことで１点、それからもう１点は20ページの教育費国庫補助金について１点、以上２点をお願いいたします。

　初めに、歳入全体で、25年度も国や東京都から予算を確保していただくという予定なんですけれども、ここで政権が交代して、今までと、今までというか３年と３カ月ですけれども、ここの期間と、今回の国や都の予算づけの中で、お感じになったこととか、今後、どういうふうな流れで推移していくのかとか。その辺でお感じになっていることをちょっとご説明いただけたらと思います。

　それから、20ページの教育費の国庫補助金、小中学校の理科教育の整備についての補助金がここに書かれております。歳出の160ページにＩＣＴ環境教育の関連の保守委託というのも載っているのですけれども、理科教育だけではなくて、そういう算数、数学ですとかコンピューターですとか、昔、産業振興と言っていましたでしょうか。そういう補助金なんかも今あるのかなと。もしあるとすれば、そういうふうなものへの予算というものが、今後、考えられるのかどうか。そこをちょっとお聞きしたいと思います。よろしくお願いいたします。
○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。
○企画財政課長（若菜　伸一君）　それでは、私からは７番師岡委員の１点目の歳入全般にわたる状況ということで、お答えを申し上げたいと思います。

　まず、昨年８月10日に社会保障と税の一体改革法案が可決をみたところでございます。その結果、現在の予定では、消費税が26年の４月から８％、27年の10月からは10％に上がる予定になっております。

　これに伴いまして、現行は５％のうちの１％が地方消費税という形で当町に、13ページ、款の06地方消費税交付金という形で入っておりますけれども、これは現行の１％から１年半後10％になったときには、2.2％まで地方消費税も上がるということとなっております。ですから、現行6,100万円程度ですから、これの倍程度が見込めるのかなというふうに思っております。ただ、これも政権交代後、自民党で景気の動向を踏まえて実施をするということでございますので、今後の動向に注意をしたいというふうに考えております。

　それと地方交付税でございますけれども、これにつきましても施政方針の中で町長が申し上げたとおり、総額では17兆624億円ということで、特に24年度に比較をいたしまして3,921億円の減額をみるということでございますけれども、この減額は国家公務員に倣って、地方公務員を今年の７月から来年の３月までのとりあえず９カ月間、7.8％減額をするということで、地方６団体と現在交渉が済んだということを伺っておりますけれども、地方側としては以前から地方の方が先に人件費等の削減を行ってきたという状況の中で、さらに国に合わせて7.8％をするということで、大分、論点になっておりましたけれども、そういう形で決着をみたということで。これにかわりまして、今回、歳出の方で事業が幾つか新たに、この4,000億円を財源にした部分で、プラス4,000億円で8,000億円程度でございますけれども、防災関係、あるいは地域の元気づくりということで、8,523億円の事業費が交付税の中に見られたということでございます。
　こんな形で国庫の支出金については、２割の町の歳入を見ているところでございますけれども、それにも増して、東京都からの交付金ということで、常々町長から申し上げております総合交付金でございますけれども、これにつきましても特に私どもは今回の議案でも提案をさせていただいておりますけれども、２カ年の継続費ということで、鳩の巣荘の建設工事を予定しております。こんなこともございますので、総合交付金についても今まで以上に強力に要請をさせていただいて、ぜひとも順調な事業執行ができるようにというふうに考えております。

　歳入全般についてですけれども、そのようなことで、25年度もやっていきたいというふうに考えております。どうぞよろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、私の方から師岡委員の２点目、国庫補助金の中の理科教育設備整備費補助金の関係でございますけれども、平成20年度に新学習指導要領ということで、改正された学習指導要領が公示されたわけですけれども、その中で理科、算数、数学等の各教科で、授業時数、内容とも大幅に今までのものと変更になったということでございまして、その変わった中で、観察あるいは実験等も充実していくということがございまして、各学校でもそういうものに整備する費用もかかってくるというようなことで、この補助金があるわけでございますけれども、これにつきましては理科教育の整備に要する経費の一部を補助することで、理科教育の振興を図るということでございます。
　町では、この小学校及び中学校30万円ずつということで２分の１、合計で歳出の方で163ページと169ページ、それぞれ小中学校の教育振興費の方で予算計上させていただいておりますけれども、歳出の方でそれぞれ60万円ということで、毎年、小学校のうち１校、中学校のうち１校ということで、ある程度まとまった中でそれぞれ設備を整備していただこうということで、25年度は氷川小学校と氷川中学校ということで整備です。24年は古里小・中で整備をいたしたということでございます。
　その中で、理科教育に使用するもの、また、この中には理数教育ということで、算数、数学にも目を向けて、そういう指導をする備品等を整備してよいということでございますので、それぞれの学校の実態に応じた、また学習指導要領に沿った形の中で、児童・生徒がどのような教育をすれば理解しやすいかということで、備品を整備しているところでございます。

　また、理数教育の充実ということで、25年度、東京都の方でも、その部分で、今後、理数教育の好きな児童・生徒を増やしていこうということで、理科の専門の先生を平成30年度までに都内の全ての小学校に１人ずつ配置して、理数教育の充実ということで図っていくということでございます。これからもこの部分は、非常に増えていくのかなと思います。

　また、氷川中学校では先駆的な授業ということで、ｉＰａｄを使った授業とか、そういうもので25年度予算措置をさせていただいておりますけれども、そういう面からも、今後、理数教育の部分についても充実をさせていきたいという考えでございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）
○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第32号の歳入についての質疑を終結します。

　次に、議案第32号の歳出についての質疑を行います。
　歳出は一部を除き、款ごとに行います。

　初めに、款の１．議会費、款の２．総務費について、質疑を行います。質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　総務費につきまして、２点ご質問させていただきたいと思います。

　51ページの広報費のホームページ更新料と、あと53ページの財産管理費、町有財産不動産鑑定委託料についてでございますけれども、ホームページの更新ということで、昨日奥多摩町のホームページをパソコンで見させていただきまして、更新状況を確認したんですけれども、一部更新されていないところがございまして、例えば奥多摩町議会というところをクリックしますと、町議会の議会日程とか、町議会だよりのＰＤＦなどが去年の状態のままでございましたので、その状況はどうなのかなという点をご質問させていただきたいということ。

　あと53ページの町有財産の不動産鑑定料60万9,000円というのが計上されていますけれども、一応ご説明では小金井市と福生市の不動産ということでございましたけれども、この内容といいますか、町外に不動産がある概要につきまして、教えていただければなと思います。まず２点お願いします。
○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　１番石田芳英委員の最初の質問、奥多摩町のホームページの更新状況ということで、ご質問をいただきました。

　大変、遅れている部分があって申しわけないというふうに思っております。

　実は、現在はホームページを職員が行っておりまして、それもほぼ１名体制で行ってというのもございます。そういう中で、観光情報、それから緊急を要するものを優先的にさせているのですが、議会の例えば会議録ですとか、どうしても時間を要するものがどうしても遅くなってしまうという傾向はございます。そういう中で、今後もなるべく職員が自身でホームページの方を最新の情報に直していくという作業は続けてまいりますので、ご理解をお願いしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　それでは、私からは２点目の町有財産不動産鑑定委託料についてお答えを申し上げます。

　この物件でございますけれども、小金井に１カ所町有地がございます。これにつきましては、現在、日原にお住まいの平岡忠夫さんが町内に引っ越されるときに、小金井に所有されていた土地を町の方に寄付をしていただいたということで、現在に至っているという状況でございます。

　福生の住宅でございますけれども、こちらについては以前、医師用の住宅ということで、当初設定をして利用していたわけでございますけれども、現在、利用されていない状況がずっと続いているという中で、この２物件について、今後、未利用財産をどうやって有効に活用していくか、あるいは、どうしていったらいいかということも踏まえまして、現在の価格を、価値の鑑定をいただくという内容でございます。
　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。４番原島幸次委員。

○４番（原島　幸次君）　２点ばかり質問させていただきます。

　47ページの款02の項01、区分13の委託料の職員健康診断委託料373万8,000円ということなのですが、これにつきましては町職員の分なのですが、全員が必ず受診しているのかどうか。健康管理の面で受診しないとまずいかなと、全員しているかどうか。それから、人間ドック的なものもこの中に入っているのかどうか。その点をお聞きしたい。

　もう１点につきましては、53ページの款02の項01総務管理費の区分13の委託料の中で、司法書士委託料1,000万円なのですが、これは登記だとかいろいろあるのですが、どういう内容になるのか、若干教えていただければありがたいと思います。

　以上２点、よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　４番原島幸次委員の最初の質問の方にお答えいたします。

　47ページの職員健康診断委託料373万8,000円が予定されておりますが、この予算につきましては職員の健康管理を行うために行っているもので、毎年１回、おおむね９月、10月のときに、約３日間をかけて、職員並びにパートさん、それから関係する山のふるさと村の職員ですとか、それから奥多摩総合開発の職員を誘って、一緒の機関で奥多摩病院でできるようにということで実施しております。
　その中で、これは職員分の健康診断委託料、これは奥多摩病院に支払う分を予算計上してございます。おおむね職員全員がかかるようにもちろん指導はしております。その中で、最近は人間ドックにかかる職員が大分増えております。それがおおむね40から50名、人間ドックにはかかっております。それ以外の職員は、必ずかかるようにということで指導をしております。

　また、指導の結果、再審査、それから少し状態に問題がある職員につきましては、再審査を必ず課長名で、全員その職員をやらせるということで、漏れがある職員が数人いるかもしれませんが、ほぼ全員に対してやっておりますことと、職種によりましては腰痛検査等も職員にさせているところでございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　私からは２点目でございます司法書士の委託料について、お答えをさせていただきます。

　これは、ご案内の平成18年度から抹消作業を始めております99カ年の地上権の設定地の抹消に関係するものでございます。現在、抹消の作業を続けておるところでございますけれども、23年度、24年度、25年度で、それぞれ1,000万円ずつ計上させていただきまして、司法書士協会に委託をして、現在、その相続権者の方の特定、またそれに基づきまして抹消登記を、25年度は最終目標年度でございますので、そこに向けて計上させていただいているものでございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。５番杉村良一委員。

○５番（杉村　良一君）　54ページの下段と55ページの上段にかけまして、第５期長期総合計画策定委員並びに委託料ということで、まず委託先というのが既に決まっているかどうかが１点と。

　それから、この策定委員会のプロジェクトチーム、前回、高橋委員が一般質問の中で、大体回答として50名ぐらいで有識者、町の若者並びに町の若手職員からなりますということですが、いつごろから委員会ができ上がって、どのような形で業務委託先と会合を持って進めていくのかということが２点目。
　それから、ここにおられる幹部職員並びに我々議員が、この策定委員会でいろいろ検討されると思うのですけれども、我々がどういう形で関係、参与するのか、そこら辺をお伺いいたします。
　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　５番杉村委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　長期総合計画の策定にかかわる部分でございますけれども、まず、この委託でございますけれども、これは新年度に入りまして、業者の入札を行いまして、その結果に基づいて計画をするということでございます。

　実際にはどういったことをやるかと申し上げますと、基本的な町の現在の置かれている基礎的な調査、あるいは人口の、これから先の10年間の推計、そういったものも行っていきます。また、現行の第４期総合計画の進捗状況並びに達成度を、計画に対する達成度はどのくらいかというのも合わせて行ったりもさせていただきます。

　また、住民のアンケートを隔年でとっておりますけれども、今回、特に若者の定住化、あるいは少子化対策ということを踏まえて、設問も少し工夫をしてやっていきたいというふうに考えております。

　その中で、前回の第４期の現行の計画でございますけれども、50人の委員さんにご尽力をいただいて、さまざまな角度から意見をいただいて、練り上げてつくったものでございます。

　今回の５期の計画につきましても、私ども町側で指名をさせていただく委員さん、その中には議員さんも入っておりますけれども、その中の委員さんと別に、公募による委員という形で、一般住民の方からも委員さんを公募してやっていきたいというふうに考えておりまして、これにつきましては４月号の広報に委員の募集を載せさせていただいております。その委員さんの応募の締め切りが過ぎた段階で、町側の指名する委員さんと合わせて委員さんの委嘱をお願いさせていただいて、そこからスタートという形でございまして、実際には作業は５月から６月ぐらいの段階から入っていくのかなというふうに、現在、考えております。

　今年度、基本計画を煮詰めていただいて、その中で来年度については、これから先、印刷をまた組むわけでございますけれども、今年度中には議員さんの皆さんにも進捗状況といいますか、内容について、また説明をさせていただく機会を設けさせていただきますので、どうぞよろしくお願いしたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。３番高橋邦男委員。

○３番（高橋　邦男君）　３番高橋です。

　では、質問の方は54ページになります。総務費の企画費、その中の負担金・補助及び交付金のところなのですが、バス路線維持対策費補助金ということで、4,800万円計上されています。この前の補正予算では、プラス200万ということでちょっとオーバーしたと思うのですが、高額な補助金だと思うのです。足の確保という点では、バスがなくなると困る方、特に小中学生の通学の足、それから免許のない方の交通手段ということで、なくなっては困るのですが、ただ、今の運行状況を日ごろ見ていますと、結構空のバスが走っていたりということで、ちょっと無駄もあるし、それから一番大きいのは、こういう奥多摩町みたいな山間部は、ある程度町道の方まで、今、一部分の町道は走っていると思うのですけれども、もうちょっと狭い町道の方まで行けるような交通手段の確保ができればいいなというふうに日ごろから思っているんです。

　そこでお聞きしたいことは、今後の住民の方の足の確保、今のバス路線維持対策費を計上して維持するのか、それとも、それにかわる何か手段みたいなものも考えているのかどうか。個人的には、奥多摩町なんかではワゴン車ぐらいの小さな車の方が、小回りもあるし、それから臨機応変に運行できるかなという意見もあるのですけれども、もちろんお金のかかることですから、その辺を町はどのように考えているか、ひとつお願いしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　私から、３番高橋邦男委員のご質問にお答えさせていただきます。

　このバス路線の維持対策ということで、先般申し上げたとおり、12路線、38系統のバスが走っているということでございますけれども、このうち３路線は国庫の補助対象路線になっております。国庫の対象路線というのは、２都道府県をまたがって路線を設定しているものということで、鴨沢とか丹波行きを含めて、山梨に行く３本については補助路線という位置付けで、国からも若干ではございますけれども補助金をいただいております。
　そのほかの９路線については、町の単独の補助ということで、現在、西東京バスとの契約の中では、赤字分については全額町でご負担をさせていただくような契約の仕方をしております。

　そのような中で、一方ではバス路線に多額の経費負担をしている中で、今、おっしゃいました、今後、例えば町道とか、もうちょっときめの細かい面的な導入が図れないかというお話でございますけれども、現在、町で福祉の方で実施をしております外出支援サービス、これはお１人で医療機関に通えない方のみを今対象にしているという状況でございます。それはなぜかと申しますと、今申し上げた路線バスに片や支援をしていく中で、一方でそういった別の系統で不特定多数の方をワゴン車で送迎してしまうと、ただでさえ今おっしゃられるようにバスの乗客が少ない中で、ますますそれを食ってしまうというところがございまして、医療機関への通院に今限っている状況でございます。

　しかしながら、過疎化が特に奥多摩駅西部、進んでおりますので、これから医療機関に限らず、ほかの用途、買い物とか、下に用事で出られる方等も含めて、そういった方の足の確保をどうしていくかというのも大変大きな問題であると考えております。

　一方で、現在、奥多摩駅にリーガルマインドというタクシーが来ておりますけれども、これについても今後町の方で駅の構内に入れるような形の、今ＪＲと交渉しておりますけれども、駅構内の利用権を町で取得をさせていただいて、できれば町の管理下の中でタクシー業務が行えるようにということで、今ＪＲとも詰めておりますけれども、そういったことを踏まえて、バスの問題、あるいは町道に入っていく面的なワゴン車の問題、タクシーの問題、含めて、どうすればいいのかということで、これについては何年も前からいろんな角度から検討しているところでございますけれども、これといって今のところ解決策、妙案が浮かんでないのは事実でございます。

　ですから、それぞれの角度で今検討しておりますけれども、いずれにいたしましてもバスそのものを仮に町で全部やるとすれば、今の補助の金額では済まないわけでございますので、その中で西東京バスとは先般も申し上げたとおり勉強会をして、路線の変更、ダイヤの変更を踏まえて、少しでも利益が上がるような形を検討していくと。さらにはワゴン車の問題についても、コミュニティバスが走らせられない地形的な状況、要するにバス路線とバッティングができませんので、面的に広がりのある青梅市以東と、奥多摩町の場合は道路が川沿いに渓谷沿いに１本しかない状況でございますので、どうしても国の規制の中でいきますと、コミュニティバスと路線バスは同時に走れないという状況の中で、できる範囲のことで、どういった方法がいいのかというのも常々勉強といいますか、考えておるところでございますけれども、今後も先進地等の事例も参考にしたり、いろんな情報を収集して検討していきたいというふうに考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　総務費の中でもう１点、質問させていただきたいんですけれども、55ページの中の電子計算費の中の電子計算管理費が約3,200万円、電子計算開発費の方が652万円計上されておりますけれども、下の方を見ますと、機器の保守の委託料、機器の使用料ということでございますけれども、かなり高額な保守契約ですので、保守の内容と、あと開発の内容を教えていただければなと思います。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。
○総務課長（原島　　肇君）　それでは、石田芳英委員から電子計算管理費についてご質問いただきました。電子計算機につきましては一度ご説明したことがあるんですけれども、もともと自庁システムで開発を行っておりまして、なかなか電子計算機は不透明な部分が多くて、実際には多額な費用がかかっていたということがございます。これはどこの町村を見てもやはりそういう事例がありまして、それは西多摩４町村で共同開発をしたらどうかという話がありまして、一昨年の10月からですか、４町村が一括で開発をして、それが今運営を始まったところということで、経費につきましては大分収まっているのかなということでございます。

　電子計算管理費につきましては、そのほとんどが周辺機器の委託料ということで、役場にございます個々で使っているような機器ですとか、パソコンですとか、そういうものを全て含んで管理をしている部分、それから電算になっている、もちろん住民票から始まって税の関係、全てを含んだ分の保守となっております。一方、開発につきましては、新しくものを直していくというようなときに使うものでございまして、今年の金額でいきますと652万8,000円の計上をしておりますが、住民情報システムの法改正に対するようなシステム改修、それから住基ネット機器更新委託料、今年はその２本を計上しておりますので、652万8,000円で済んでおるということになっております。

　また、これから個人情報等いろいろあって、新たなシステムが始まりますと、そこには電子計算開発費が増えてくるということと、それから今現在、19業務にわたりまして４町村で事業を行っておりますけれども、そちらでプラスして、今残っている部分を、４町村の意見が合ったところでは次々と入れたいなというふうに思っております。そういうことによって、人口割とかという払う部分がありますから、なるべくでしたらそういうこともこれからもどんどん進んでやっていきたいというふうに考えておりますので、ご理解をお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　７番師岡です。私も51ページのホームページのことで１つお願いいたします。

　ここは私はもっと予算をかけていいのかなというふうにふだん感じてます。やはり、担当者がどのようなレベルまでやられているか、ほかの仕事を持ちながらやっているのかもしれませんし、その辺の仕組み、ちょっとわからないで質問させていただきますが、やはり奥多摩の生命線である、やはり観光事業とこのホームページというのはどうしても切り離せないものだと思うのです。ですから、例えば担当している方と、それから委託している業者さんといろんな意見交換をして知恵を出し合って、それでじゃあどのように更新していくかというふうなレベルに押し上げていただけたらありがたいなというふうに感じています。

　例えば、先ほど来出ている丹縄亭さんのホームページ、単独で見ると結構書き込みもあったり、いろんな意見が入っていて、そのやり取りの様子を見ますと、やはり観光の方がここを興味を持って見ているんだなということがわかります。ただ、残念ながら町のホームページとはリンクしてないという実情。この辺をやはりもう一度精査し直す必要があるのではないかというふうに思います。

　それと、例えば奥多摩で一日遊ぶ、食、それから遊び場、それから一泊二日で、どうやって一泊二日を過ごすかというふうな、その辺のプランにまでやはり、私はいったら見る側もありがたいのではないかなというふうに思います。５つの釣り場でも半日券を発行しているところもありますし、どこで食べてどこで遊んでというふうな流れになっていけば、あとセラピーロードとの関係もあるでしょうし、そういうふうなことも是非１つの画面から追っかけられるようなものにしていただけたら大変ありがたいかなというふうに思いますが、いかがでございましょうか。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。
○総務課長（原島　　肇君）　７番師岡委員のご質問にお答えします。
　ご指摘のとおり、ホームページ、うちの町のホームページと、それから観光協会のホームページ、それから森林セラピーのホームページ、それぞれ別の者が担当して別々につくっていると、リンクはしているけれども、なかなか使い勝手が悪いというのは私どもも常々思っているところでございます。できれば、委員からご指摘がありましたとおり、もう少し全体でまとまってそういうことができれば、本当にいいホームページになるのかなと思います。監査委員からもホームページについてはご意見もいただいておりますので、それを含めて検討していきたいと思います。よろしくお願いいたします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。６番村木征一委員。

○６番（村木　征一君）　１点教えていただきたいと思います。

　57ページの白丸生活館の用地買収費、それから、これは何平米ぐらい買収をするのか。それから、道路に引っかかって今の生活館を移転をするという話ですけれども、どの辺に移設をするのか教えていただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。
○企画財政課長（若菜　伸一君）　６番村木委員のご質問にお答えをさせていただきます。

　この白丸生活館の用地の買収費でございますけれども、面積につきましては130.76平米でございます。平米単価１万7,430円ということでございます。

　今回、ご質問のとおり、ちょうど白丸丸の内線の支障に伴って移設をするという形をとらせていただいておりますけれども、現在地の線路側のところの大沢淳郎氏の宅地がございますけれども、そこを今回購入させていただいて、本年度、上に工事費がございますけれども、スラブの工事をやらせていただくと。上物につきましては来年度計画をしているという状況でございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、款の１議会費、款の２総務費の質疑を終結します。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時59分　休憩

午後 １時00分　再開

○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、款の３民生費、款の４衛生費について質疑を行います。

　質疑はありませんか。３番高橋邦男委員。

○３番（高橋　邦男君）　民生費のページでいうと91、ちょっとお願いします。民生費の中の少子化対策事業費3,280万7,000円のところなんですが、これは子育て支援策ということで12項目にわたる支援事業のあれだと思います。

　それとちょっと関連していると思うんですけれども、若者定住化関係で商工費とか土木費もちょっと関係するんでよろしいですか、それも含めてということで。子育て支援と若者定住化支援、両方。

○委員長（酒井　正利君）　何ページ。

○３番（高橋　邦男君）　商工費の方が133ページになります。若者住宅資金利子補給金と定住応援補助金ですかね、それが商工費。それともう１つが土木費になると思うんです。148ページになります。

○委員長（酒井　正利君）　高橋委員、２項目でよろしいですか。

○３番（高橋　邦男君）　じゃあ少子化対策事業費ということで、民生費の91ページ。それでちょっともしかして途中で関連して話が触れるかもしれませんけれども、よろしいですか。

○委員長（酒井　正利君）　どうぞ。

○３番（高橋　邦男君）　91ページの民生費、少子化対策事業費ということで、手厚い支援を町の方は他の市町村に比べて行っていて本当にありがたいなと思ってます。

　今後の少子化対策において、方向性をちょっと聞きたいなと思っているんです。何でもかんでも支援すればいいということでもないだろうし、それから補助対象が大きくなれば、拡大すれば、またそれに対する支援額というのも当然増えてくるわけですから、その辺を町としてはどういうふうに、どういう方向、どういう分野で支援を厚くしていって、こういうところは抑えておこうとか、いろいろあると思うんですね。その中でまた若者定住化の方でも支援をしているわけですから、今後の少子化対策事業の中で、町の財政的支援の方向性をちょっとお聞きしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、３番高橋邦男委員のご質問にお答え申し上げます。

　今、委員の方からご質問というか内容を言っていただいたとおり、町では24年度まで12項目に及ぶ経済的支援、主にこれは子育ての支援でございます。子どもが生まれる前から子どもを生み育てる間における支援ということで、経済的負担を保護者の方から少しでも取り除いて、子育てしやすい環境にしようという政策でして、20年度から実施しているもので、今年で５年になります。
　５年間をやっていった結果、確かに委員のおっしゃるとおり、少子化には一定の寄与があったというふうに考えておりますけれども、必ずしもそれが定住化には結びついていないというのが実情でございます。要するに子育てをし終わった後には、例えば大学を卒業した方が地元に就職するとかということがなかなかなくて、出て行ってしまうというところも、若い方が出て行ってしまうという現状も当然ございます。

　そんな中で、この少子化対策事業につきましては、私どもでは今後も新たに子どもが生まれた世帯に対する経済的な支援という形では継続して続けていくという考えでございます。また、内容を精査いたしまして、来年度こちらにも掲載してございますとおり、高校生の医療費の助成、これは年額1万5,000円までの医療費につきましては支援をすると。それから、子宮頸がんの予防ワクチンでございますが、これは子宮頸がん予防ワクチンの接種制度が国の基金により始まる前に対象年齢を超えてしまった世代の女性に対して、来年度限りなんですが、１回１万円を限度に３回分３万円を助成をするということで、そういったいろんなその時々の状況を鑑みて、経済的負担を少しでも和らげるという制度で実施をしてまいりたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　河村町長。
○町長（河村　文夫君）　高橋委員が予算の中の中身については、既に12項目の子育て支援をしているということについては承知をしていて、さらにそれらと町全体の政策としてどうリンクしているのかということではないかなというふうに私は思います。

　そういう点では、１つには、今、清水福祉保健課長からお話がありましたように、町の中で若い人たちが子育てをするための経済的負担をできるだけ少なくしていくという政策を福祉の方でとっております。また一方では、今、高齢化率が非常に高くなっておりまして、若い人たちの定住化、あるいは若い人たちが入ってくるということも含めて、土地の確保をしながら、どうしていったらいいかなということをずっと並行してやってまいりました。
　１つは、若者の住宅を海沢に９戸つくりまして、これは20歳から50歳の人たちが５年間家賃が２万円で、５年後には町の中に定住化をしてほしい。そういう点では、５年たった後に定住する土地がないと住めないわけでございますから、現在までの段階ですと栃久保に８区画、それから棚沢に４区画、それから今、長畑に３区画つくって、これはいつでも利用できるようになっております。また、川井に８区画を今造成中でございますけれども、この部分について土地を造成して取得した価格、あるいは造成費用等を含めると非常に大きなお金になるのですけれども、東京都の財政支援を受けながら、宅地の今造成をしております。そこを安価な価格、基本的には50坪から60坪ぐらいですけれども、実際には青梅で買う値段の３分の２、あるいは２分の１ぐらいの価格で土地を提供していこうと。

　また、土地を提供するに当たっては、160万円の助成をしていこうと。さらに３年間、30万まで利子補給もしていこうということでございます。これからは、むしろ奥多摩町に定住化している人たちを、そのようにしていかないと、高齢者が増えた段階で、誰がこの町を安全で安心して守っていくか。極端なことを言いますと、消防団の活動でありますとか、それから隣近所のいろんな部分で高齢者だけでは地域は守れないわけですから、そういうことを推進していこうというのが基本理念であります。

　そういう点では、今のところ３区画の８区画ですから11区画については、ここ２～３年の間に必要とする人たちについては、宅地が供給できる、また子育てをするについても非常に経済的な部分もあるというようなことでありますので、今後、今、町の中に福祉分野、あるいは住宅の分野、地域整備課でございます。また企画財政課を含めたプロジェクトを立ち上げております。これを継続していかなければ意味がないわけでありますから、現在、空き家対策もやっておりますので、そういうものと連携をしながら、子育て支援をしていく、あるいは若い人たちが町の中で安く土地を買い、住宅がつくれるという政策を継続していきたいというのが子育て支援の大きな目的でございます。

　そういう点では、むしろこれから、５駅ありますけれども、５駅周辺の空き家、あるいは土地等を含めて町に提供していただける人がいるようであれば、そういうところについても、今後新たな対応をしながら継続して若者が住んでいただくということをメーンにして、その事業の伸展を図っていくということを考えております。

　さらには、できるだけそういう部分では、奥多摩町に来たら、ある意味では子育てしやすいよと、それから土地、あるいは住宅をつくってもそんなにお金がかからず住めると。ただ、もう１つ一番問題なのは、雇用する場所が非常に、雇用の場所が少ないものですから、そういう点で経済的負担、あるいは子育ての環境をまずそろえることによって、お父さんには申しわけないけれども、少し通勤が遠いけれども奥多摩町の中で子どもたちを育ててほしいというのが願いがこもっております。

　そうしないと、最終的には年寄りだけ残ってしまうということでありますと、これはいろんな問題が出てきますので、そういう部分をやっていきたい。
　それからもう１つは、人口を増やすという政策があるのですけれども、私自身の考え方では、人口を増やすためには公営住宅を幾つかつくれば、これは人口が増えます。それから、ある一定の部分では人口が増えますけれども、１つの反省として、今、多摩市で起こっていることを私自身は学習をしたつもりでおります。
　多摩ニュータウンでは若い世代をたくさんあの当時、東京都もみずから立って多摩ニュータウンをつくりました。今、多摩市で起こっているのは、むしろ多摩ニュータウンの人たちが高齢化になって、次の世代があそこに住まないということが起きています。学校施設があいてしまう、あるいは老朽化をして建て替えをするというようなことが起きておりますので、毎年少なくてもいいから、３戸なり５戸なりが、年齢の違う人たちが住んでいただくことによって、継続して若者が住める、若者が増えてくるという町にしたいというのが私の考えている考え方でございまして、数年前からでございますけれども、今回もそうでございますけれども、予算の中に政策を継続し、あるいは連携をしながらやっていきたいという考え方でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　衛生費の110ページでございますけれども、この中で環境基本計画策定委託料というものが315万円ほど計上しております。この簡単な概要といいますか、内容について教えていただければと思います。

○委員長（酒井　正利君）　住民課長。

○住民課長（宮田　昭治君）　１番石田委員さんのご質問にお答えいたします。

　110ページの一番下段にあります委託料の中での環境基本計画の策定委託料ということで、315万円一応計上させていただいておりますけれども、これにつきましては平成21年度に環境基本法というのが制定されまして、その後、その基本法に基づいて各自治体が基本計画を策定して、それで地球環境及びその地域の環境を今後どのような形で将来に向かって整備、あるいは環境をよくしていくかというようなことで、各市町村でそれぞれ環境基本計画というものをつくりまして、それに基づいて奥多摩の環境についてこれから実施していくということで、まず25年度には計画をつくりまして、それで環境基本条例というものも一応制定しまして、その後、町の中、職員、それから町内のいろんなご意見をいただきながら、奥多摩町の環境というものをどういうふうな形で制定していったらいいかということで、その辺もこれから進んでいきたいということで、まずは外部委託で環境基本計画の委託をしまして、計画を策定していきたいというふうに考えております。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。４番原島幸次委員。

○４番（原島　幸次君）　１点だけ質問させていただきます。ページ数が103ページの款04の区分で13の委託料の件なんですが、委託料が983万9,000円、約1,000万円近くの委託料を計上してございます。それで、そのために健康増進法、健康のためにいろいろな検診をされているわけなんですが、奥多摩町はご存じのように年々医療費が高騰しております。何としてもそれを減らさなきゃいけないために受診を早期に、大勢の方に受診していただけなきゃいけないと考えております。

　大体、個々のじゃなくて結構なんですが、全体的にこれだけのいろいろ、胃がん検診から始まって、ウイルスの検診委託料も払っております。どのくらいの率で、何％ぐらい、半分とか70％とか、全体の受診率をお聞きしたいのと同時に、今後、受診率を上げるために何か方策を持つのか、あるいはどのようにしたら受診アップにつながるのか、その辺のお考えがあるのか、ちょっとお聞きしたいな思います。よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、４番原島幸次委員のご質問にお答え申し上げます。

　まず、こちらの委託料の中にあります各種がん検診でございますが、全てを申し上げるのはちょっと時間等がございますので、例えば胃がん検診でございますが、対象者数が23年度におきますと4,723名いらっしゃいますが、そのうちの受診者数が289名ということで6.1％でございます。以下、肺がんについては6.5％、大腸がんが18.3％というふうに、委員がおっしゃるほどの高さではございませんので、是非積極的に受診をしていただければというふうに考えております。

また、国保の加入者に限ってなんですけれども、特定健診というのを実施しております。これは20年度から実施しているものなのですが、これにつきましても今年度受診率が33.3％、３人に１人強というぐらいで、全ての方がなかなか受診をしていただかないという状態でございます。

　町では、できるだけ特定健診を受診をしていただいて、国保の加入者なんですけれども、受診をしていただいて、病気の早期発見、早期治療ということで、できるだけ医療費を抑制をしていきたいというふうに考えております。そのために、特定健診の実施計画を今年度も策定をして、今後５年間、最終的には60％、70％近く受診率を上げていきたいというふうに考えております。そのために、これからまた努力をしてまいりますので、是非議員の皆さんもよろしくお願いしたいと思います。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　ページでいきますと76ページ。15の福祉サービス第三者評価事業費と、東京都の補助をいただいてグループホームでの受診ということだと思いますが、グループホーム以外の他の高齢者施設などは、この制度というのは該当しないのか、その辺をちょっとお聞きしたい。また、内容も教えていただければありがたいと思います。お願いします。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、７番師岡委員のご質問にお答え申し上げます。

　この第三者評価の制度でございますが、国でグループホームに限って補助金をつけてございます。その関係で、私どもでも半分の補助を予定しております。そのほかの特別養護老人ホームにつきましては、独自に評価を実施しているというふうに聞いております。

　内容につきましては、実際には丹三郎にございますハッピーメイク白寿というグループホームが受審をしたことに対して補助をしておりまして、聞き取り調査ですとか、第三者の専門機関による聞き取り調査が主にやっているものでございます。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、款の３民生費、款の４衛生費の質疑を終結します。

　次に、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費について質疑を行います。

　質疑はありませんか。９番須崎　眞委員。

○９番（須崎　　眞君）　それでは、２点ばかりお願いいたします。

　123ページの款の６の農林水産業費の委託料なんですけど、小規模土地改良事業調査設計委託料ですか、その事業内容と、どのような場所で行われているのか、ちょっとお聞きしたいんですけど。

　それから、129ページですね。款の６の農林水産業の備品購入費なんですけど、この備品購入費につきまして、この使用目的、また備品の使用者等、わかりましたら教えていただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　地域整備課長。
○地域整備課長（川村　文雄君）　私から、９番須崎委員のご質問にお答えさせていただきます。

　123ページの都補助金土地改良事業費の中の委託料ということでよろしいかと思いますが、こちらにつきましては、農道が現在、町内９路線あります。それとこれに伴いまして、農道というのはご存じのとおり農業用の道路ということでございますので、今、全町に農業用の土地と、それから、これに絡む農道が９路線あって、こちらがどう絡んでいくのか、また、この土地改良事業を今後どうして進めていくかという見直し調査を委託を考えておりますので、該当地につきましては全町ということで考えてございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは私の方から２点目の備品購入の関係についてお答えさせていただきます。

　この備品購入につきましては、一昨年ですか、木質資源の地域循環システムの検討を行いまして、既に報告書、議員の皆様に配付させていただいたところですが、それを受けて、今年度林地からの木材の搬出方法等を検証させていただいています。既に２回ほどその搬出方法につきましては実証試験を行っているんですけれども、それに基づきまして、専門家じゃなくてボランティア等のグループが使って、その木材等を出すにはこういうものがいいんじゃないかというような、ある程度の結果が出ましたので、それに基づきまして、ここに書いてありますスカイウッドシュートからトラックまでを25年度で購入したいということでお願いするものでございます。

　これの使用方法等につきましては、ボランティア団体とか個人の方が自分の山、もしくは他人の山からでも、了解を得た山からでも構わないんですけれども、出す場合に使うということが目的になりますけれども、具体的な要綱等につきましては、今後検討させていただきまして、制定させていただきたいと思ってます。

このスカイウッドシュートにつきましては、３年前のふれあいまつりですか、登計原のグラウンドで行ったときに一番レフト側、観覧席からグラウンドの方に伸ばしたことがあるんですけども、テントのシートを最長30メートルのものなんですけども、引っ張りまして、そこのシートの中を木材等を流し出すというような方法、これについては２枚のシューターをつないで60メートルまでは可能だというようなことも聞いております。

　それから、ロープウインチにつきましては、通常、山から出す場合にはワイヤーを使った鉄柵とか、架線を張りまして、ウインチによって出したりするのが主なんですけども、ワイヤーの部分をロープで出すというような備品がロープウインチ。
　軽架線については本当に細いワイヤーですね、これを張って車で引っ張ったり、発動機というんですかね、そういうものを持っていって引っ張り上げるとか、引っ張り下ろすというものが軽架線。
　それと林内作業車につきましては、林地内に広がっています、散在しています木材を集めるための機材。ですから、これについてはある程度の作業道等が必要になると思うんですけれども。

　それとトラックにつきましては、これはどなたも通常ですとトラックというのは持っていないわけですので、せっかく山の方で集めた木材をどうやって出すかというのが一番大事になるんですけども、トラックも町の方で用意しまして、ここらの貸出方法もまた今後の検討なんですけども、貸出をいたしまして、そういう木材を町の中に下ろしてきていただくというような部分、購入させていただきたいというものでございます。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　２点ばかり質問させていただきたいと思いますけれども、117ページの農業総務費の中に、国有農地管理費17万7,000円と計上されておりますけれども、国有農地があると存じ上げておりませんでしたので、その場所と、どのような管理がされているかということをお尋ねするのが１点。

　もう１点が、128ページの森林セラピー事業費でございますけれども、真ん中のところに森林セラピー推進団体補助金1,800万円というものの交付基準とか、あるいは資金使途があるようでしたらお伺いしたいと思います。よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、１番石田委員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず１点目の国有農地の管理費でございますが、これにつきましては、場所につきましては小河内地区にございます。現在、27筆の国有地がありまして、それを地元の人たちがダムに移転になってからお借りして農地にしているという部分でございます。ですから、27筆での台帳等を町の方で持っていまして、今、誰が耕作しているかというような部分を含めた管理費という形でございます。

　２点目のセラピーの関係、128ページの関係ですが、森林セラピー推進団体補助金ということで、この基準等でございますけれども、これは補正予算のときもお答えしましたように、推進団体、これは奥多摩地域振興財団ということなんですけれども、具体的には町から派遣している職員の給料を、ここの負担金で補助金という形でお出ししているということでございますので、基準というものは特にないと、人件費分という形でございます。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。５番杉村良一委員。

○５番（杉村　良一君）　02の観光費ですけど、140ページです。上から５行目の丹縄亭の件でございますけど、歳入のところで前田委員が質問されまして、加藤観光産業課長からは、ここに載っている数字は前年度実績ベースで、見直す必要があるというふうに伺っておりますけれども、ここで丹縄亭のテラスの設計委託費と書いてありますけれども、この工事というのは初期計画どおりに実行されるのかどうか、お伺いいたします。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　５番杉村委員のご質問にお答えさせていただきます。

　丹縄亭のテラスの設計委託でございますが、これにつきましては建設しました当時から、外に張り出していますテラスの関係なんですが、川側に出ているテラスの関係なんですが、特に補修等も行っておらずに、基礎部分も浮いているような状況、またちょっとテラスの下が腐っているというような部分も見受けられて危険だということで、ここで一部補修したり、それに合わせまして若干拡幅させていただくという部分でございます。

　ここに書いてありますように、25年度に設計をいたしまして、26年度以降に建設を行っていきたいと思ってますが、当然、工事を行いますと指定管理料も上がるということで、この辺につきましては、現在の指定管理者、どんぐりんこの方も承知はしているということでございます。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費の質疑を終結します。

　次に、款の９消防費、款の10教育費、款の11災害復旧費、款の12公債費、款の13諸支出金、款の14予備費について質疑を行います。

　質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　教育全般で２点お伺いをしたいと思います。

　１点目は放射線に関する学習ということで、文科省の方から副読本等出ているようでしたけれども、平和利用、それから危険性を含めて非常に難しい問題ではあると思うんですが、例えば当町ではどんな形でこれをとらえて、現場でどのような指導を、もししていましたら、しているかということ。これが１点でございます。

　それからもう１点は統合問題であります。今後のことについて是非教育長からこの点についてご答弁をいただければありがたいと思っていますが、一般質問で石田委員から質問があって、その答えについてはある程度理解したつもりでございます。この流れの中で、役場の中のプロジェクトチームが事業計画の策定をして、これだけ短い期間であれだけいろんな細かい内容をつくってこられたということに関しては、非常に短期間で敬意を表してますし、実際に大変な作業であったなというふうに私も感じてます。
　それを受けて、２月５日に町民の皆さんにああいうお知らせが出たわけで、ここまでは私どももある程度、小中の保護者の皆さん、それから地域、自治会等、関連の方のある程度コンセンサスを得て、あれが出て、合併という流れで進んでるんだなという感触をほとんどの町民の方が持っていたと思うんですけれども、その後、２回目の保護者説明会があったり、それから２月の13日は各小中学校で、また改めてこのアンケートが出るというふうな現実を見て、まだもう少し練る余地があったのかなというふうに感じました。

　現実、私ども、非公式ではありますけれども、氷川や小河内のＰＴＡの方からいろんな質問を書面で受けたりですとかしております。それから、実際にアンケートの集計も見させていただきましたけれども、この中に今後の方向性でちょっとヒントがあるのかなと私が感じたのは、実は、古里中学校のアンケートの中に、じゃあどこに開校すればいいんだと、反対だったらどこに開校すればいいんだというふうなアンケートの中で、一番上位にいったのが古里中じゃなくて古里小学校であり、氷川中学校の保護者の方にアンケートをした結果で、反対の中で一番多かったのが氷川中学校でなくて氷川小学校であったり、そんなことも今後議論を推進して事業を推進していく上では、ある意味の私はヒントになっているんじゃないかなというふうに感じます。
　やはり、人によっては唐突にというふうに感じているようなんで、その唐突さをやはり少し緩和するための材料としてアンケートをうまく活用していったらいいのかなというふうに私は感じました。

ただ、今回のいろんな議論の流れの中で、私ちょっと１つ、大変失礼ですけど欠けているなと思ったのは、やっぱりこの少子化の中でどういう学校を奥多摩でつくっていくんだ、どういう教育を子どもたちにしていくんだ、という議論がなかなか私はされていないんじゃないかというふうに思いました。

　先日、古里中学校の進路の先生とちょっとお話をしまして、今年の都立高校の入試の中に、推薦入試の中に、５人グループでいろいろ１つのテーマに沿って討論したり議論したりして、それを入試の参考資料、それから合否判定の資料にするということがあったらしいです。これは大変な試験をやられてしまったなというふうに担当の先生がおっしゃっていたんですけれども、今までのいろんな地域保護者の懸念である、やっぱり中学生の、小さな枠の中で生活をしている中学生の一番苦手なところではないかなと、この試験はちょっとしんどいなというふうにその先生はおっしゃっていたんですが、私は逆だと思いました。
　奥多摩の子どもたちの、やっぱり見る先生が見れば、いいところを私は見てくれているんじゃないか。おかげさまで古里中は全員その推薦が通ったそうです。ただ、現場の先生がもしそう考えるのならば、やはりそういうところをしっかりとカバーしていくような教育の方法、そういうものもひとつ組み入れていったらいいのかなと、それが奥多摩の教育なのかなと、そんなふうにも感じました。

　今後、そういうふうな形で人間力とか生活力とかいろんなところをつけていくという、小規模校でできる教育を是非今後実施して、やっぱり保護者の皆さんの心を和らげる期間も若干必要かなと。その反対意見の中に十分な議論の上で決めるなら、27年以降ならいつでもよいと、是非みんなの意見を聞いてくださいと。そんな意見もあるので、できれば我々だって26年の開校が望ましいとは思ってます。ただ、こういう意見が出ている以上、そういうふうなことを経過した上で結果で26年になれば一番いいのかなというふうに思いますが、その辺のところは是非お聞かせいただきたいと思います。お願いします。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、師岡委員のご質問にお答えしたいと思います。

　まず、放射能に関する教育という部分ですけれども、東日本大震災以降、国の方、あるいは都の方で小中学校への教育といいますか、「3.11を忘れない」という副読本を小学生から中学生に配って、その中でいろいろな津波の関係ですとか、地震災害ですとか、いろいろな部分、また放射能についても副読本という形で全てを網羅した冊子が出て、その中で一度教育をいたしました。

　またその後、放射能関係についても、副読本という形で放射能に特化した部分で学校の方にも配られておりまして、具体的にこういうものというのはある程度副読本を使っている中で、放射能とはこういうものだ、こういう形で使用するものなんだけど、今回のようなことでこういう危険性も出てきたというようなことを今、児童・生徒に教育をしているという段階で、何か特別にという部分は今のところ指導はしておりません。

　次に、統合の関係ですけれども、私の方から若干先にお話をさせていただきたいのが、その都立高校の入試の中で、５人グループの意見交換といいますか、あったということで、この部分、町の小中学生、小規模の中で、やはり自分の意見を発表することが苦手であるとか、そういう部分が非常に何年か前から懸念されておりまして、学校の方でもそういう部分で音読の発表ですとか、そういう部分を使って児童・生徒の教育をしていたところでございます。
　今回、当初予算の中にもございますけれども、東京都でも言語能力の向上ということで、推進事業ということで委託金を配って言語能力、都知事がやはり作家ということもあって、そういう話すこととか、読むこととか、そういう部分で非常に興味を持っているということもございまして、都知事が副知事時代からこの言語能力の部分は教育していく必要があるんではないかということで、23年度から言語能力の向上事業が開始されたということで、これは希望する学校にということで当町の方で希望をとったところ、今３校でこの委託金を受け授業を実施しています。また、25年度からは、もう１校残っている古里中学校なんですけれども、そちらも25年度からこの中に認められたということで、それぞれの学校でいろいろな取り組みをしているんですけれども、読書活動の充実、音読指導、俳句を用いて自分で俳句をつくってそれをみんなに発表するですとか、思考能力を高めるということ、また、漫才ワークショップ等を活用して、人の前で発表する、自分で考えて発表する、論理的に発表するというようなことも実際やっておりまして、町の児童・生徒を見ていましても、そこら辺、大分始めた当初と比べて積極的になってきているという部分がございますので、そういうものを活用しながら、そういう対応を図っていきたいというふうに考えております。

　私の方からは以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　教育長。

○教育長（栃元　　誠君）　それでは、私の方から統合問題についてお答えをさせていただきます。

　教育委員会の中では正式にといいますか、統合問題を話し合ったのは２回あります。これはなぜ統合問題、話をしなければいけないかといいますと、第４期長期総合計画を平成17年の４月からスタートしたわけなんですけれども、その前に平成15年度に各町内の各種団体、住民の皆さんからの公募、それから議員の皆さんで組織した奥多摩町まちづくり計画住民委員会、これを２年間かけて、ここでたたいたものを検討したもので策定されたのが第４期長期総合計画になります。これは10年前でございます。
　この中で、第３章で「自然から学ぶ奥多摩っ子の育成」というのがございまして、その中の基本方針では、一番最初に小中学校の統合の検討と、既に10年前にうたわれています。

　これを受けまして、教育委員会では２度ほど検討してきたわけですけれども、住民の皆様から言うと、ここへきて急に統合というお話なんですけれども、教育委員会の中では唐突ではなくて、既に10年前からある話を決めてきたということが第１点でございます。

　第１回目に話をさせていただいたのが、私が第１期の就任をした平成20年10月以降、教育委員会の定例会が終わった後、数回話をしたんですけれども、小中連携がいいのか、コミュニティスクールの制度を使った方がいいのか、それとも小中学校統合した方がいいのかと、検討に入ったんですけれども、当時はなかなか教育委員会の中でも意見がまとまりませんで、その話は流れてしまいました。

　それで３年たちまして、去年、私も第１期の任期があと１年というところになったときに、もう一度このお話をさせていただいたところ、各教育委員さんが個人的にいろんな方から、部活ができない、少人数の中で学習ではなくて、大人数の中で学校生活を送らせたいという意見がかなり個人が聞いていらしていて、ちょうど１年前ですか、この話をもう一度したときに、それではそろそろ統合が必要なんではないかという意見が固まりました。
　そのときに、それでは保護者の皆様からアンケートをとったらどうかということで、昨年の夏休み、アンケートをとらせていただいて、その結果、公表しているんですけれども、それが今回の教育委員会の中の意思決定の後押しになったことも事実でございます。

　時期的には教育委員会でまとまったのが昨年の10月ですから、１年半ほどあったものですから、そんなにタイトなスケジュールではあると思うんですけれども、26年の４月開校で間に合わないことはないなという感じで踏み切りまして、学校の設置者である河村町長の方にご報告をして、町の中の職員のプロジェクトチームを立ち上げていただいて、その中で検討した結果を２月５日の広報紙のチラシで町の考え方、教育委員会の考え方をお知らせをしたわけですけれども、なかなか１月30日の保護者の説明会、それから２月５日の保護者の説明会、この席でもかなりいろんな意見をいただきまして、私も実際出ていますので聞いています。
　そのときにお話させていただいたのは、来年の４月がどうしてもできないとか、どっちかの学校に行くのが嫌だとかというのではなくて、町が示した方向に持っていくのにはどういうふうにしたらできるのか、どういうふうにしたら来年の４月１日、新しい奥多摩の中学校の開校ができるのか、それを検討委員会の中で検討していただきたいということで、１回目の検討委員会をやって、ここでまた22日ですか、２回目の検討委員会に入るということです。

　このお話につきましては、まず最初に保護者の方にお話をしようということで、議員の皆さんにはお話をする機会が今日のこの委員会の後ということで、本当に後先になってしまって申しわけなかったんですけれども、保護者優先ということで説明会をさせていただいたということなので、その辺のところはご理解をいただいて、この後の説明会で詳しくご説明したいと思いますので、よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。３番高橋邦男委員。
○３番（高橋　邦男君）　では１点だけ。教育費の168ページです。教育費の学校管理費の中で、氷川中学校だと思うんですが、ＡＥＤ講習会受講料というのが計上されています。じゃあほかの３つの小中学校ではやってないのか、やる予定はないのかということが１点。
　それから、もう１点は、この講習会は中学校の生徒も参加するのかどうか。以上２点お願いします。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　それでは、高橋委員のご質問にお答えさせていただきます。

　ＡＥＤの講習会受講料ということなんですけれども、これは氷川中学校で、20年度なんですけれども、卒業生の同窓会があって、その残金を何かに役立ててほしいということで、学校の方に寄付をされたんですけれども、学校の方で使途について協議をしていく中で、これから中学生等でも災害等の場合に避難所になるとか、そういう部分があるのでということで、一番最初に消防署の方で初級の救命講習、これを受講したということでございます。金額的にも生徒全員と教職員全員が受講できるというものでしたので、それで救命講習を行ったのが最初で、それからあと、今ＡＥＤも入ってきているということで、救命講習を含めてＡＥＤということなんですけれども、これについては当然年度が変わって新入生が入ってきますので、その救命講習を受けていない生徒、それと転任されてこられた先生ということで、今、氷川中学校の方でそういう取り組みをしているということで、今、古里中学校の方にもこういう取り組みをということで話をしているんですけれども、カリキュラムの関係で、ちょっと古里中学校もほかに、防災教育といいますか、そういう部分はやっているんですけれども、ちょっとそこに取り組む時間がないということでございます。
　昨年から自治会と一緒に防災訓練等も実施しておりますので、小学生はちょっとこの部分は厳しいかなと思ってますけれども、古里中学校でもこういう部分で今後対応させたいというふうに考えますので、よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。２番宮野　亨委員。

○２番（宮野　　亨君）　153ページの中段の消火栓管理負担金ですが、600万、前年は500万だった、この100万増えたのはどういうことなのか、ちょっとご説明いただければと思います。よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　２番宮野委員のご質問にお答えします。

　消火栓維持管理費負担金、153ページにございますが、これは都営水道に水道事業が移行した関係で、消火栓を直していく、現在、古くなった部分、それからふたが町でつくっているときは四角いふただったのですが、東京都水道局は全て丸いふたでないと、ということで、順次直していくというお話を伺っております。
　その中で、先行する部分もあるのですが、その部分を今年度600万にしたのは修繕負担分が５基分、それから新規、新設が１基分ということで、１基について100万を想定しておりまして600万になっております。

　以上です。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　７番師岡です。176ページ、文化会館の管理というところなんですけれども、文化会館独自の行事、それから文化会館を利用する方々の行事、いろんなことが重なるとなかなか、きこりんの場所を使っても駐車場の確保というのは非常に難しいなと、小学校の校庭を貸していただけるときは別なんですけれども。特に診療所の利用者の方がなかなかとめられない機会が多かったりとか、そういう事例がどうも最近多いということを町民の方から聞いてます。
　お互いに、同じ屋根の下であったり、それから隣組であったり、その行事の利用に際してお互いに連絡を取り合って、診療を受ける方の妨げにならないような工夫というものをしていったらいかがかなと思うんですが、その辺、現実をちょっとお聞かせください。

○委員長（酒井　正利君）　教育課長。

○教育課長（井上　永一君）　７番師岡委員のご質問にお答えいたします。

　きこりんが建設されて、当時文化会館だけのときはあそこが駐車場ということであったんですけれども、きこりんが建設されて、文化会館を利用される方もきこりん側ですと、やはり使っていいのかどうかという部分もあったりするということで、なかなかやはり文化会館の近辺にということで診療所の方、とめてしまっているのかなという感じがしておりますので、そこら辺、きこりんの方とはお互いに駐車場のことは相談していますし、また、学校等、車が多くなるときには小学校の方をお借りしているという状況でございますけれども、今後そこら辺調整させていただいて、診療所の患者さんの迷惑にはならないようにということで、開設時間等についてはちょっとそこら辺、状況を見ながら相談させていただいて対応したいと考えておりますので、よろしくお願いします。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、款の９消防費から、款の14予備費までの質疑を終結します。

　以上で、議案第32号の科目ごとの質疑を終結します。

　次に、議案第32号の総括質疑を行います。

　質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第32号の総括質疑を終結します。

お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。
（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　ご異議なしと認めます。よって、午後２時15分から再開といたします。

午後１時58分　休憩

午後２時15分　再開

○委員長（酒井　正利君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　次に、議案第33号　平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算の質疑を行います。

　質疑は、歳入歳出一括で行います。質疑はありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　都民の森でそば打ち道場がここで３月いっぱいで閉鎖ということで、長年にわたって道場でいろんな方の体験、それによって事業が非常に活発にできたと思うんですが、それがなくなることによる影響といいますか、どのように考えているのか。

　それから、境の方たちが食事等も担当していたと思うんですが、ちょっと年齢が高齢化してきて、そこら辺の状況と今後の方向性についてお聞きしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　12番前田委員のご質問にお答えいたします。

　まず最初に、そば打ち道場の閉鎖という形ですが、これにつきましては指定管理施設でそば打ち道場としての食堂を指定管理施設として出していたということでございます。その閉鎖について都民の森との関係でございますが、都民の森の運営で直接そば打ち道場を使ってということはないわけですので、特に影響はないと思われます。
　というのは、あくまでそば打ち道場と食堂を１つの施設として指定管理に出していたと。それと、過去には都民の森のイベントとしてそば打ち等も行ってましたが、これについては基本的に施設内を使って行っていたと。ただ、一時そば打ち道場の方の指導員がいたときに数回行った経緯はございますが、ここしばらくは既に５～６年以上、道場を使ってのそば打ち体験というのはございませんので、特に影響はないと思います。

　それともう１点、食堂の関係なんですけれども、この都民の森の食堂の運営につきましては、境管理運営委員会という団体が受けて行っているんですけれども、これとまた指定管理である、とちより亭とはまた、組織は同じながらも違うということですので、食堂については今後も、食堂の運営については行っていただけるということでございます。ただ、確かに委員ご質問の中にありましたように、従業員の高齢化という問題がありますので、今後これについては運営委員会の方と話をしていかなければならない問題かなとは考えております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　企画財政課長。

○企画財政課長（若菜　伸一君）　ただいまの１点目でございますけれども、指定管理施設ということで、私の方から１点ちょっとお話を申し上げたいことがございます。

　あの施設でございますけれども、林道を国道から2.6キロほど山手側に上がったところということでご案内のとおりでございますけれども、非常に行き止まりの林道でもあるということの中で、今後あの施設を、ほかの方の公募をかけた場合も、指定管理施設として採算がとれるということはちょっと考えにくい状況にあるというふうにも考えております。
　そのようなことも含めてでございますけれども、都民の森の逆に施設のイベントの中で位置付けを行っていただいて、今、観光産業課長からお話ありましたけれども、逆に都民の森側の施設利用者の人数の拡大を図るために、あの施設を都民の森と一体的に使えないかなということで、先般、都民の森の管理をしております東京都の課長さんとお話をさせていただいて、これからちょっと議論を深めていただいて、何とか一体的に活用していかないと、あの施設が今後活用が図れないんじゃないかという心配をしておりますので、合わせて都民の森の施設の中の活用という部分で、これから利活用を図っていきたいなというふうに考えておりますので、よろしくお願いしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第33号の質疑を終結します。

　次に、議案第34号　平成25年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算の質疑を行います。

　質疑は、歳入歳出一括で行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第34号の質疑を終結します。

　次に、議案第35号　平成25年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算の質疑を行います。

　質疑は歳入歳出一括で行います。質疑はありませんか。12番前田悦男委員。

○12番（前田　悦男君）　21ページなんですが、細かいことでちょっとお聞きします。中ほど下の特定健康診査等事業費で、これが40歳から74歳までのメタボを対象とした検診だということですけれども、受診率と、それからどのぐらいの方が受診しているのかということと、それから指導的な形ですか、どんなふうな形の教育的な指導を行っているのかをお聞きしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（清水　信行君）　それでは、12番前田委員からのご質問にお答え申し上げます。

　先ほど一般会計でもお答え申し上げましたけれども、原島委員の質問にもお答えいたしましたけれども、特定健康診査の受診率でございますが、平成24年度では、これは確定ではございませんが、速報値で33.3％でございます。特定保健指導につきましては、まだこの３月末までが実施期間でございますので、速報値はまだ出ておりませんが、おおむね30％ぐらいの受診率ではないかということでございます。

　この特定健康診査でございますが、一般的に、身長、体重、腹囲、ＢＭＩ、それから血圧、それからあと血液検査、中性脂肪ですとか、コレステロール、それから肝機能、血糖検査、グリコヘモグロビンＡ１ｃですとか、そういったものを基本的なものとして、かつ尿検査等も行っております。
　それらを含めて、特に腹囲については男性については84センチ以上ですとか、そういう基準に基づいてメタボリックシンドロームの危険性があるというようなことを診査いたしまして、それに該当する方につきましては、個別に保健指導の対象者ということでご案内をしているところでございます。

　先ほども申し上げましたけれども、対象者のうちに約３分の１ぐらいの受診率でございますので、これを町では60％に向けて高めていきたいと、それによって予防医療を図り、医療費の抑制に繋げていきたいというふうに考えております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第35号の質疑を終結します。

　次に、議案第36号　平成25年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算の質疑を行います。

　質疑は、歳入歳出一括で行います。質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第36号の質疑を終結いたします。

　次に、議案第37号　平成25年度奥多摩町介護保険特別会計予算の質疑を行います。

　質疑は、歳入歳出一括で行います。質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第37号の質疑を終結します。

　次に、議案第38号　平成25年度奥多摩町下水道事業特別会計予算の質疑を行います。

　質疑は、歳入歳出一括で行います。質疑はありませんか。１番石田芳英委員。

○１番（石田　芳英君）　今、下水道工事が着々と進行しておりますけれども、出された土砂を一定のところに捨てるというか、処理するわけなんですけども、それの予定といいますか、今後の排出した土砂がどのように処理されるかの予定と、あとちょっと住民の方から、トラックの運転がちょっと乱暴だというようなご意見もありましたので、その点、指導がどのようになされているのか、ちょっとお聞きしたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　地域整備課長。

○地域整備課長（川村　文雄君）　１番石田委員のご質問にお答えさせていただきます。

　まず、残土の処理でございますが、今、自然の環境の問題もございまして、再利用ということが主な主題となってございます。下水の残土につきましては、今、処分場として昭和石材の処分場を考えてございます。それが主なものでございます。

　あと、現場施工について苦情というお話ですが、我々も今、一番住宅側の重なっている部分で工事をさせていただいている関係でございまして、現場で毎朝、今日の日程についてということで打ち合わせ会を開いて、各現場に知れるようにしていて、現場の施工に当たらせていただきますが、どうしても短時間で作業を終わらせて、早く解放しようという考えもございまして、ご迷惑をかけることがあります。今後、請負施工でございますが、これからも町内、下水道整備を進めていかなければならないものですから、今後の業者指導については、十分注意していきたいと思っております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。４番原島幸次委員。

○４番（原島　幸次君）　１点だけお聞きしたいと思いますが、18ページの公債費の関係なんですが、長期債利子分で長期債利子小河内分1,900万円、それから奥多摩分が2,819万3,000円、それから流域負担分が1,429万3,000円、その下の浄化槽分が217万、合計6,369万9,000円の利子分になっているんですが、これは元金の利率は同じなのかどうか、その辺を聞きたいなと思います。

○委員長（酒井　正利君）　地域整備課長。

○地域整備課長（川村　文雄君）　利率につきましては、小河内につきましては古いものですから若干違ってございますが、その他についてはほぼ同じと思っております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第38号の質疑を終結します。

　次に、議案第39号　平成25年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算の質疑を行います。

　質疑は歳入歳出一括で行います。質疑ありませんか。７番師岡伸公委員。

○７番（師岡　伸公君）　私も奥多摩病院の患者の一人でありまして、つとめて何かあったらお世話になってますけれども、我々は車で行ってすぐ帰ってこられるという状態ですけれども、やはりどうしても町民の皆さん足がねというところが、どうしても引っかかってしまう。町長のご挨拶にもあったとおり、やはり二次医療、三次医療につなぐ設備、これから備品も買ったりとか、そういう意味では私は十分だと思ってますので、そういうふうなことも我々もやはり町民の皆さんに理解していただく努力をしなくてはいけないというふうに思ってます。
　ただ、通院のしやすさ、これをどういうふうに理解してもらうかとなると、ちょっとなかなか難しい問題も出てきて、その通院のしやすさですとか、それから先ほど福祉で外出支援サービスが出てましたけれども、そういうものと合わせてどういう方法があるのか。例えばどのバスに乗ってどのバスに帰るようにすればできるのか、それからバスだけしか手立てのない方に対して、病院の受付であり、診察をどういうふうに進めていくのかとか、例えばいろんなお考えがあると思うんですが、今後通院のしやすさでそういうふうな必要の運営を考えていくということも大きな課題だと思いますが、そのあたりをお聞かせいただきたいと思います。

○委員長（酒井　正利君）　病院事務長。

○病院事務長（河村　光春君）　７番師岡委員のご質問にお答えいたします。

　病院の通院に関しましては、奥多摩病院が駅から離れているということで、特に電車等でお越しになったお年寄りについては、歩いてくるというのはかなり厳しい状況かと思います。現在、奥多摩病院に通院されている方の中で、多くは社会福祉協議会の方で行っている外出支援サービスを利用しての通院の方が多いかと思います。
　それ以外でも西東京バスを利用してとか、最近で言いますと、先ほど企画課長からもちょっとお話がありました駅前のリーガルタクシーを利用して、例えば小河内方面の方がタクシーを迎えに来てもらって奥多摩病院に来たというような話も聞いております。ただ、それだけでは奥多摩病院への通院は十分ではないと考えておりますので、以前から、また今回、奥多摩病院の改革プランの評価委員会を実施した中で、その会議の中でも病院へのそういった移送サービスについて充実を図るべきではないかという意見が強く出されております。

　そういった中で、病院としましては、これまで病院への送迎を病院が独自でやるということは、民間の病院への医療の圧迫にもつながるのではないかというようなお話もありまして、少し控えていたところもございますが、やはり病院の経営、また通院者の利便を図るというのは、やはり考えていかなければいけないことかと思っておりますので、今、病院に来るに当たっては、まだバスを自分で決めて時間で来られるんですが、帰るときに、その方に合わせて診察をするというのは、なかなか時間の調整が難しいところでございますので、病院で帰りのお送りをする車を用意してというようなことを、ちょっと今考えております。
　また、この車の購入につきましては、国の補助も見込めるということで、今、東京都の方とそういった打ち合わせというか、手続も進めているところでありますので、そういった部分が補助もいただけるようであれば、ワゴン車等購入して、時間を決めてお送りするというようなこともしていきたいと考えております。

　以上でございます。

○委員長（酒井　正利君）　ほかに質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（酒井　正利君）　質疑なしと認めます。以上で、議案第39号の質疑を終結します。

　以上で、本委員会に付託された全ての議案の質疑は終結しました。

　これより採決します。

　日程第２　議案第32号　平成25年度奥多摩町一般会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第32号については、原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、日程第３　議案第33号　平成25年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第20号については、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、日程第４　議案第34号　平成25年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第34号については、原案のとおり可決すべきものと決定しました。

　次に、日程第５　議案第35号　平成25年度奥多摩町国民健康保険特別会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第35号については、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、日程第６　議案第36号　平成25年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第36号については、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、日程第７　議案第37号　平成25年度奥多摩町介護保険特別会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第37号については、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、日程第８　議案第38号　平成25年度奥多摩町下水道事業特別会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第38号については、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　次に、日程第９　議案第39号　平成25年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計予算について、原案に賛成の委員は起立願います。

（賛成者起立）

○委員長（酒井　正利君）　起立多数であります。よって、議案第39号については、原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上で、本特別委員会に付託された議案の審査は全て終了いたしました。

　これをもって、予算特別委員会を閉会とします。長時間大変ご苦労さまでした。　

午後２時39分　閉会

地方自治法第１２３条第２項の規定により、ここに署名する。

　　　　予算特別委員会委員長
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